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地域共生社会の実現に向けて 
 

現在，日本の人口は歴史的に見ても初めての急激な人口減少局面に入っており，加え

て，少子高齢化の進行に伴い，社会経済の担い手が減少し，地域の活力や行政サービス

の持続可能性が危ぶまれる状況となっています。 

 

また，核家族化の進行，価値観の多様化，ライフスタイルの変化，人と人とのつなが

りの希薄化など，様々な要因により，「8050 問題」や「ひきこもり」，「ヤングケアラー」

をはじめとした複合化・多様化した課題や「生きづらさ」を抱える世帯が増えています。 

 

さらに，新型コロナウイルス感染症の影響により，多くの人が失業などに追い込まれ，

経済的に困窮した状態に陥るとともに，人と人とのつながりを維持することがさらに難

しくなり，若年者の自殺の増加や，孤独・孤立の問題の深刻化につながっています。 

 

このような課題は，高齢者，障がい者，子ども・子育て，生活困窮者支援といった，

属性別・分野別の福祉制度や支援だけでは解決が難しく，また，困りごとを抱えている

人の中には，自ら助けを求めることができず，深刻な状態になるまで問題が表面化しな

いことも多くあります。 

 

そのため，困りごとを既存の制度に当てはめるのではなく，一人ひとりに寄り添った

支援の充実が求められるとともに，日常における人と人とのつながりを再構築し，誰も

が孤立せずにその人らしく暮らせる社会にしていくことが求められています。 

 

「地域共生社会」の実現に向けては，人と人が「つながる」ことにより協力し，「支

える側」「支えられる側」という関係を越えて，みんなでみんなを支え合うことが大切

であり，そのために，地域福祉の推進は欠かせないものです。 

 

 

 

 

                        

 
 

 

 

 

 

 

 

制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて，地域住民や地

域の多様な主体が参画し，人と人，人と資源が世代や分野を超えてつながることで，

住民一人ひとりの暮らしと生きがい，地域をともに創っていく社会 

【地域共生社会】 

 

【資料】  国土交通白書（H24） 

（平成29年２月７日 厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部決定） 
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地域福祉とは 

 

  住み慣れた地域で自分らしく安心して暮らし続けたい。それは住民みんなの願いです。 

 

 地域福祉とは，そうした願いを実現するために，住民，事業者，社会福祉協議会，行

政など，あらゆる人や団体が協力して「つながり」・「支え合う」ことです。 

 

地域には，子ども，高齢者，障がいのある人など様々な人が生活し，それぞれに悩み

や課題を抱えています。 

 

こうした課題を解決するためには，自分自身や家族で解決を試みる「自助」，隣近所

の手助けや地域での助け合いによる「共助」，行政等が行う公的支援や福祉サービスで

解決する「公助」のそれぞれが補い合い，重なり合うことが求められます。 

 

今後，人口が急激に減少する中で，地域福祉を推進するためには，「自助」，「共助」，

「公助」がそれぞれに役割を果たしながら連携することが重要です。 
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第１章 計画の策定にあたって 
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１ 計画の位置付け 

   

本計画は，社会福祉法第 107 条に基づく市町村計画である「高知市地域福祉計画」と

社会福祉協議会の計画である「高知市社会福祉協議会 地域福祉活動計画」を一体的に

策定し，地域福祉を推進する計画として，「高知市地域福祉活動推進計画」とします。 

また，社会福祉法第 106 条の５に規定された「重層的支援体制整備事業実施計画」，

再犯の防止等の推進に関する法律第８条第１項に基づく「再犯防止推進計画」を包含し

た計画として策定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知市地域福祉活動推進計画は，高知市総合計画を上位計画とし，地域における高齢

者の福祉，障害者の福祉，児童の福祉その他の福祉に関し，共通して取り組むべき事項

を定め，関連する各計画の上位計画として位置付けるものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高知市】 

地域福祉計画 

 

 

 

 

 

 

 

【高知市社会福祉協議会】 

地域福祉活動計画 

 

 

 

 

高知市地域福祉活動推進計画 

重層的 

支援体制 

整備事業 

実施計画 

再犯防止 

推進計画 

障
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者
計
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障
害
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計
画 

障
害
児
福
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計
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子
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も
・子
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支
援
事
業
計
画 

高知市総合計画 

自
殺
対
策
計
画 

成
年
後
見
制
度 

利
用
促
進
基
本
計
画 

高知市地域福祉活動推進計画 
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（地域福祉の推進） 
第４条 地域福祉の推進は，地域住民が相互に人格と個性を尊重し合いながら，参加し，
共生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。 

２ 地域住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う者
（以下「地域住民等」という。）は，相互に協力し，福祉サービスを必要とする地域住民が地
域社会を構成する一員として日常生活を営み，社会，経済，文化その他あらゆる分野の活
動に参加する機会が確保されるように，地域福祉の推進に努めなければならない。 

３ 地域住民等は，地域福祉の推進に当たっては，福祉サービスを必要とする地域住民及びそ
の世帯が抱える福祉，介護，介護予防（要介護状態若しくは要支援状態となることの予防
又は要介護状態若しくは要支援状態の軽減若しくは悪化の防止をいう。），保健医療，住
まい，就労及び教育に関する課題，福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの孤
立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み，あらゆる分野の活動に参
加する機会が確保される上での各般の課題（以下「地域生活課題」という。）を把握し，地
域生活課題の解決に資する支援を行う関係機関（以下「支援関係機関」という。）との連携
等によりその解決を図るよう特に留意するものとする。 
 

（福祉サービスの提供の原則） 
第５条 社会福祉を目的とする事業を経営する者は，その提供する多様な福祉サービスについ
て，利用者の意向を十分に尊重し，地域福祉の推進に係る取組を行う他の地域住民等との
連携を図り，かつ，保健医療サービスその他の関連するサービスとの有機的な連携を図るよう創
意工夫を行いつつ，これを総合的に提供することができるようにその事業の実施に努めなければ
ならない。 

 
（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方公共団体の責務） 
第６条 国及び地方公共団体は，社会福祉を目的とする事業を経営する者と協力して，社
会福祉を目的とする事業の広範かつ計画的な実施が図られるよう，福祉サービスを提供する
体制の確保に関する施策，福祉サービスの適切な利用の推進に関する施策その他の必要な各
般の措置を講じなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は，地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制
の整備その他地域福祉の推進のために必要な各般の措置を講ずるよう努めるとともに，当該
措置の推進に当たっては，保健医療，労働，教育，住まい及び地域再生に関する施策その
他の関連施策との連携に配慮するよう努めなければならない。 

３ 国及び都道府県は，市町村（特別区を含む。以下同じ。）において第百六条の四第二
項に規定する重層的支援体制整備事業その他地域生活課題の解決に資する支援が包括的
に提供される体制の整備が適正かつ円滑に行われるよう，必要な助言，情報の提供その他の
援助を行わなければならない。 
 

（地域子育て支援拠点事業等を経営する者の責務） 
第 106 条の２ 社会福祉を目的とする事業を経営する者のうち，次に掲げる事業を行うもの
（市町村の委託を受けてこれらの事業を行う者を含む。）は，当該事業を行うに当たり自らが
その解決に資する支援を行うことが困難な地域生活課題を把握したときは，当該地域生活課
題を抱える地域住民の心身の状況，その置かれている環境その他の事情を勘案し，支援関
係機関による支援の必要性を検討するよう努めるとともに，必要があると認めるときは，支援
関係機関に対し，当該地域生活課題の解決に資する支援を求めるよう努めなければならない。 
一 児童福祉法第六条の三第六項に規定する地域子育て支援拠点事業又は同法第十条
の二第二項に規定するこども家庭センターが行う同項に規定する支援に係る事業若しくは母子
保健法（昭和四十年法律第百四十一号）第二十二条第一項に規定する事業 
二 介護保険法第百十五条の四十五第二項第一号に掲げる事業 
三 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律第七十七条第一項第
三号に掲げる事業 

四 子ども・子育て支援法（平成二十四年法律第六十五号）第五十九条第一号に掲げる
事業 

 

社会福祉法（抜粋） 
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（包括的な支援体制の整備） 
第 106 条の３ 市町村は，次条第２項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする
地域の実情に応じた次に掲げる施策の積極的な実施その他の各般の措置を通じ，地域住民
等及び支援関係機関による，地域福祉の推進のための相互の協力が円滑に行われ，地域
生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制を整備するよう努めるものとする。 
一 地域福祉に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者に対する支援，地域住
民等が相互に交流を図ることができる拠点の整備，地域住民等に対する研修の実施その他
の地域住民等が地域福祉を推進するために必要な環境の整備に関する施策 

二 地域住民等が自ら他の地域住民が抱える地域生活課題に関する相談に応じ，必要な
情報の提供及び助言を行い，必要に応じて，支援関係機関に対し，協力を求めることが
できる体制の整備に関する施策 

三 生活困窮者自立支援法第三条第二項に規定する生活困窮者自立相談支援事業を行
う者その他の支援関係機関が，地域生活課題を解決するために，相互の有機的な連携の
下，その解決に資する支援を一体的かつ計画的に行う体制の整備に関する施策 

２ 厚生労働大臣は，次条第二項に規定する重層的支援体制整備事業をはじめとする前項
各号に掲げる施策に関して，その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するもの
とする。 

 
（重層的支援体制整備事業実施計画） 
第106条の５ 市町村は，重層的支援体制整備事業を実施するときは，第106条の３第２
項の指針に則して，重層的支援体制整備事業を適切かつ効果的に実施するため，重層的
支援体制整備事業の提供体制に関する事項その他厚生労働省令で定める事項を定める計
画（以下この条において「重層的支援体制整備事業実施計画」という。）を策定するよう努め
るものとする。 
 

（市町村地域福祉計画） 
第 107 条 市町村は，地域福祉の推進に関する事項として次に掲げる事項を一体的に定める
計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）を策定するよう努めるものとする。 
一 地域における高齢者の福祉，障害者の福祉，児童の福祉その他の福祉に関し，共通し
て取り組むべき事項 

二 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 
三 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 
四 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 
五 地域生活課題の解決に資する支援が包括的に提供される体制の整備に関する事項 

２ 市町村は，市町村地域福祉計画を策定し，又は変更しようとするときは，あらかじめ，地
域住民等の意見を反映させるよう努めるとともに，その内容を公表するよう努めるものとする。 

３ 市町村は，定期的に，その策定した市町村地域福祉計画について，調査，分析及び評
価を行うよう努めるとともに，必要があると認めるときは，当該市町村地域福祉計画を変更す
るものとする。 

 
（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 
第 109 条市町村社会福祉協議会は，一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域内に
おいて次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的とする団体であって，
その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行
う者が参加し，かつ，指定都市にあってはその区域内における地区社会福祉協議会の過半数
及び社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が，指定都市以外の市及び
町村にあってはその区域内における社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数
が参加するものとする。 
一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 
二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 
三 社会福祉を目的とする事業に関する調査，普及，宣伝，連絡，調整及び助成 
四 前三号に掲げる事業のほか，社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必 
要な事業 

社会福祉法（抜粋） 
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２ 計画の期間 

   

第３期計画の期間は，令和７年度（2025 年度）から令和 12年度（2030 年度）までの

６年間とします。 

ただし，制度の改正や社会情勢の変化などによっては，必要に応じて計画内容の見直

しを行うことがあります。 
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３ 計画の策定体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高知市地域福祉計画推進協議会 

役割：計画素案検討審議，計画原案検討審議・了承 

委員数：１６名（うち公募委員１名） 

計画素案，計画原案の提示 

現計画の評価 
パブリック・コメント 

 

高知市社会福祉協議会 

計画策定のための現状・課題の

把握，分析，課題の検討，解決

の方策に関するアイデアの提示 

【意見交換会】 

 

対象：福祉委員 

ほおっちょけん学習サポーター 

生活支援ボランティア 

 

高知市 

（事務局：地域共生社会推進課） 

合同事務局 

【地域福祉に関するアンケート調査】 

 

対象：16歳以上の高知市民 

民生委員・児童委員 

町内会長・自治会長 

専門職 
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４ 第２期計画及び中間見直し追加版の総括 
 

 第２期計画では，地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進には，行政，市社協，

地域の住民や企業，社会福祉法人，医療機関など多様な主体がめざす姿を共有し，協働

して取組を進めていくことが重要であるとし，こうした多様な主体の取組の充実，連携・

協働とあわせて，行政は，福祉・保健・医療分野をはじめ商工・雇用・教育・交通・住

宅等の関係課と連携を図り，「福祉でまちづくり」を念頭に，部局横断的な施策展開に

取り組んできました。第２期計画の基本目標等は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また，令和４年３月には，社会情勢の変化等を踏まえ，「地域共生社会の実現」をさ

らに推進するため，第２期計画の後半期間（令和４～６年度）に，新たに取り組む事項

として３つの取組を追加しました（中間見直し追加版）。 

 

●重層的支援体制の構築（重層的支援体制整備事業実施計画） 

●再犯防止の推進（再犯防止推進計画） 

●成年後見制度の利用促進 

 

 

 

           だれもが安心して，いきいきと自分らしく暮らせる支え合いのあるまち 基本理念 

       地「参」地「笑」 福祉でまちづくり     

        ～ 地域の宝（社会資源）を活かした「つながりのあるまちづくり」  ～ 

スローガン 

基本目標１  地域共生社会の実現に向けた地域での課題解決力の強化 

基本目標２  「おたがいさま」「ほおっちょけん」の住民意識づくり 

基本目標３  地域活動など社会とつながる多様な交流の促進 

基本目標４  地域や福祉の担い手づくり 

基本目標５  つながりのある相談支援体制の構築 

基本目標６  安全・安心につながる環境づくり 

基本目標７  地域共生社会の実現のための体制基盤強化  

高知市型共生社会の実現 

基本目標 

 
重点 

 

 

重点 

重点 
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第２期計画期間中の主な取組イメージは以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 基本目標ごとの成果と課題，今後の方向性は以下のとおりです。  

重層的支援 

庁 内 連 携 体 制 の 強 化 

「高知市型共生社会」実現に向けた取組 

地 域 で の 課 題 解 決 力 の 強 化 

包

括

的

な

支

援

体

制 
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基本目標１ 地域共生社会の実現に向けた地域での課題解決力の強化 

１－１ 住民主体の地域福祉活動の推進 

１－２ 地域の多様な主体がつながる（連携・協働）仕組みづくり 

 

指標 
第１期実績 

（平成 30 年） 

第２期目標 

（令和６年） 

第２期実績 

（令和５年） 

地域の活動やボランティア活動へ「参加している」市民の

割合 
16.8％ 50％ 13.2％ 

専門職における地域福祉コーディネーターの活動内容の周

知度 

（「名前も活動の内容もよく知っている」「名前は知ってお

り，活動内容も少しは知っている」人の割合） 

68.5％ 90％ 
47.3％ 

※調査対象を福祉課まで拡大 

【成果】 

① 薬局や社会福祉法人の協力により，身近な地域の相談窓口として，住民の相談を聞

き，適切な支援につなげる「ほおっちょけん相談窓口」の設置（令和元年度 27 か所→

令和６年度 104 か所）を進めてきました。 

② 市社協に地域福祉コーディネーターを配置（令和元年度 15 名→令和６年度 17 名）

し，住民や地域団体，企業，行政等多様な主体が課題の解決に向けて話し合う場づく

り（「ほおっちょけんネットワーク会議」等）を進めました。一部の地域では地域資源

の開発や民間企業のサービス等の新たな活用等，活動の創出につながりました。 

③ 日常のちょっとした困りごとへの支援を行う「生活支援ボランティア」の養成をし，

活動を通じて日常的な助け合い・支え合いの大切さへの気付きが生まれています。学

生や企業の社会貢献活動の一環としても実施し，多様な担い手の発掘につながりまし

た。 

【課題と今後の方向性】 

① 市民アンケート調査によると，地域の活動やボランティア活動へ「参加している」

人の割合は 13.2％と低く，活動者は住民の一部に留まっています。 

② 日常的な助け合い・支え合いの大切さに気づくことができるよう住民意識の醸成や，

民生委員児童委員，町内会等の担い手確保の取組がますます必要になっています。 

③ 多様な主体に地域活動に参画してもらうため，興味・関心から始まる活動と，個別

支援から地域生活課題の解決をめざす活動が上手く出会い，ともに学べるプラットフ

ォームを作っていくことが大切です。 

④ 今後も社会福祉法人の「地域における公益的な取組」や民間企業等の地域貢献との

連携・協働に取り組むことが必要です。 
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基本目標２ 「おたがいさま」「ほおっちょけん」の住民意識づくり 

 ２－１ 地域や福祉に関心をもつ機会づくりの推進 

２－２ 保育や学校教育や生涯学習と連携した啓発の仕組みづくり 

【成果】 

① 市社協が実施する「ほおっちょけん学習」を通して，子ども達に「おたがいさま」

「ほおっちょけん」の意識づくりを推進してきました（令和元年度～５年度：延べ 89

か所 3,383 名参加）。令和４年度からは，企業にも拡大し，学びから活動まで一体的に

コーディネートすることで，社会貢献活動にもつながっています。 

② 「ほおっちょけん学習サポーター」の養成・フォローアップ研修等を通じ，学習を

主体的に進める人材養成（令和６年３月末時点：登録者 91名）に取り組みました。 

③ 「ほおっちょけんネットワーク会議」の話し合いや生活支援ボランティアの活動を

通じて地域生活課題に触れる等の福祉教育的機能を意識した機会づくりを進め，子ど

もから働く世代，高齢者まで生涯にわたる取組につながっています。 

④ 令和４年度に実施した高知市地域福祉計画推進協議会委員の意見交換会（テーマ：

「市民・団体が広く地域福祉について知り（学び），関わってもらう（つないでいく）

方法～市民への効果的な情報発信～」）では「ターゲットやテーマを絞ったアプローチ

の重要性」「活動への入口を多様に準備する」等の意見をいただき，出前講座やイベン

ト，ポスター作成等，あらゆる機会を通じた広い啓発活動に取り組みました。 

【課題及び今後の方向性】 

①  市民アンケート調査によると，住民の助け合いが「必要だと思う」「あった方がよ

い」と思う人の割合は 80.3％です。また，困っている人を支援することについては，

「自分のできる範囲での支援はしたい（34.0％）」，「本人から“助けて”と言われれば

支援できる（14.4％）」，「誰かに頼まれれば支援したい（できる）（9.3％）」といった

回答が平成 30 年（それぞれ 30.9％，6.6％，5.8％）より増加しています。 

② ターゲットやテーマ，興味・関心等を意識した情報発信や働きかけを行い，自分の

できる範囲での支援や見守り，地域活動への参加等，活動へつなげる機会づくりを引

き続き推進することが必要です。 

 

指標 
第１期実績 

（平成 30 年） 

第２期目標 

（令和６年） 

第２期実績 

（令和５年） 

助け合いが「必要だと思う」「あった方がよい」と

思う市民の割合 
80.9％ 95％ 80.3％ 

今後の地域活動へ「現在している活動を継続した

い」「ぜひ参加したい」「友人などが一緒なら参加し

たい」「時間ができたら参加したい」「学習の機会が

あったら参加したい」市民の割合 

43.1％ 80％ 45.8％ 
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基本目標３ 地域活動など社会とつながる多様な交流の促進 

３－１ 地域活動につながる多様な交流の機会づくり 

３－２ 多様な社会活動の仕組みづくり 

 

指標 
第１期実績 

（平成 30 年） 

第２期目標 

（令和６年） 

第２期実績 

（令和５年） 

住んでいる地域（担当区域）の助け合いがあるかど

うかに対して「大変そう思う」「そう思う」人の割

合 

【市民】 

26.9% 

 

【民生委員】 

61.2％ 

【市民】 

50％ 

 

【民生委員】 

70％ 

【市民】 

41.1％ 

（令和６年） 

【民生委員】 

61.2％ 

【成果】 

① 各分野の居場所が，重層的支援体制整備事業により，多様な地域での集いの場や多

分野・多世代交流へと広がりを見せています。（いきいき百歳体操，子ども食堂，認知

症カフェ，子育てサロン，障がい当事者の集いの場，男性の集いの場など) 

② 社会福祉法人の施設での子ども食堂の開設，企業の一角を活用した認知症カフェ立

ち上げ・運営等，地域の様々なニーズに対し，地域福祉コーディネーターが社会福祉

法人や民間企業等の持つ専門性を活用した交流の機会づくりを支援してきました。 

③ 子育て支援に関わる活動者同士の交流を目的としたイベント，子育て世代を対象と

したイベント，障がいのある人の特技を活かしたイベント等の共同開催，各地域包括

支援センター（生活支援コーディネーター含む），障害者相談センター，スクールソー

シャルワーカー等との意見交換の実施等，子育て，障がい，高齢，教育の各分野の専

門機関等と地域福祉コーディネーターが連携・協働して取組を進めてきました。 

④ 高知市生活支援相談センターは，企業や民間団体と連携し，様々な背景を抱えた生

活困窮者の就労の場づくりを促進してきました。（協力事業所開拓数：令和６年３月末

時点：31か所，協力事業所への見学・体験等件数：24 件） 

⑤ 市社協は，ひきこもりや社会的孤立の状態の人が多様な形で社会とつながることを

応援する「社会参加応援プロジェクト」を実施し，孤立や孤独状態にある人の社会参

加につなげています。（令和４～５年度利用者数：22 名，社会参加実績：13 名） 

【課題及び今後の方向性】 

① 住んでいる地域の助け合いができているかどうかに対して「大変そう思う」「そう

思う」人の割合は，令和６年市民意識調査によると 41.1％です。ボランティア精神に

基づく活動だけでなく，多様な主体の支え合い活動の促進が必要です。 

② 参加したい集いの場に関しては，興味・関心を把握し，既存の地域活動についても，

多様な交流の機会づくりへと一層発展させていく必要があります。 
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基本目標４ 地域や福祉の担い手づくり 

 ４－１ 多様な担い手の発掘と育成の仕組みづくり 

４－２ 既存の活動をつないでいく支援 

 

指標 
第１期実績 

（平成 30 年） 

第２期目標 

（令和６年） 

第２期実績 

（令和５年） 

「福祉委員」「気くばりさん」の地域の活動やボ

ランティア活動への参加率（「参加している」

「参加していないが参加したことがある」人の

割合） 

61.7％ 80％ 

福祉委員   

76.1％ 

気くばりさん 

52.7％ 

【成果】 

① 本市では，これまで様々な福祉に関わる人材を育成してきました（例：認知症サポ

ーター，いきいき百歳サポーター，こうち笑顔マイレージ，精神障害者ピアサポータ

ー，ファミリー・サポート・センター事業等）。また，市社協では，担い手の発掘のた

め，学生と商店街との連携による地域活性化イベントや生活支援ボランティア活動等，

中高校生，大学生等の若い世代の活動を支援しました。 

② 本市では，令和元年度から民生委員児童委員協力員制度を導入し，民生委員の活動

をサポートするとともに，人材確保に取り組んできた結果，令和５年度までに延べ 53

名を委嘱し，そのうち 21 名が新たに民生委員に就任しました。また，地域コミュニテ

ィの再構築を目的とした地域内連携協議会のための支援を継続して行っているほか，

町内会等が抱える担い手不足や組織力の低下等の課題に対し，高知市町内会連合会の

機能強化への補助等を通じて活動の活性化に努めました。 

③ 地域福祉コーディネーターや相談支援機関が連携し，当事者それぞれの状況に応じ

た社会参加を支援し，「支える側」「支えられる側」の関係を越えて誰もが活躍できる

機会づくりに取り組みました。（例：障がいのある人が特技を活かして講師役や集いの

場のチラシづくりを担当／校内サポートルームを利用している学生が子育てサロンと

連携し子育て世代に配布する小物づくり等を実施等） 

⑤ 地域での支え合い（互助）の活動の円滑化・活性化やボランティア活動のモチベー

ション向上を図るため，生活支援ボランティアへのスキルアップ研修や，ボランティ

ア育成の仕組みづくりを進めました。 

【課題と今後の方向性】 

① 市民アンケート調査において，今後，地域の活動やボランティア活動を「継続した

い」「参加したい」人の割合は 45.8％という結果からも，社会参加に対する市民のニ

ーズ等に対して，地域の社会資源などを活用したマッチング支援が必要です。 

② 既存の社会資源の拡充等，個々の状況に応じたメニューの提案を通じて，既存の活

動をつなぐとともに，多様な担い手の発掘と育成を継続する必要があります。 
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基本目標５ つながりのある相談支援体制の構築 

 ５－１ 地域における見守り体制の強化と相談機能の充実 

５－２ 相談支援機関の連携体制の構築・強化 

 

指標 
第１期実績 

（平成 30 年） 

第２期目標 

（令和６年） 

第２期実績 

（令和５年） 

住民の身近な地域でのなんでも相談窓口の設置か

所数（社会福祉法人・民間の事業所等での設置） 
０か所 40 か所 105 か所 

【成果】 

① 住民の身近な地域のなんでも相談窓口として，薬局や社会福祉法人の協力により

「ほおっちょけん相談窓口」を開設しました（令和６年７月末時点 104 か所，相談件

数 371 件）。また，住民や地域団体，企業，行政等多様な主体が，窓口に寄せられた相

談をきっかけに課題解決に向けた話し合いに取り組むなど，支援が必要な人の早期把

握及び適切な支援の検討を行う体制が地域ごとに整い始めています。 

② 高齢や障がい，生活困窮，子育てなど様々な分野の相談支援機関について，各分野

の支援の充実に加え，複合化・複雑化した相談を包括的に受け止め，適切な支援につ

なげられるよう，令和３年度から庁内の相談支援部署に「包括的相談支援員」を配置

するとともに，令和４年度から重層的支援体制整備事業を活用し，相談支援機関職員

向けの研修や，不登校・ひきこもり支援における教育分野との連携，不良な生活環境

の改善における環境部との連携の仕組みづくりや，事例検討，支援会議等を行い，複

合課題・狭間の課題を抱える世帯を多機関で包括的に支援する体制を整えてきました。 

③ 社会福祉法人の責務である「地域における公益的な取組」に取り組む高知市社会福

祉法人連絡協議会と連携した出張相談会「出張ほおっちょけん相談窓口」を令和２年

度から実施するなど，それぞれの専門性を活かして取り組んでいます。 

④ 高知市生活支援相談センターでは，制度の狭間や複合的な課題等の解決のために，

分野を越えた専門機関との顔の見える関係づくりを目的とした「セーフティネット連

絡会」を開催し，50 を超える団体や関係部署とともに様々なテーマで事例検討や意見

交換を実施してきました。また，高知市社会福祉法人連絡協議会では，既存の事業で

対応しきれない狭間の問題に対して，生活困窮者の自立に向けた支援を拡充してきま

した（令和４年「くらしあんしん応援事業」創設）。このように，複合的な課題を抱え

た生活困窮者に対する横断的・包括的な支援体制が強化されてきました。 

【課題と今後の方向性】 

① 市民アンケート調査でほおっちょけん相談窓口の認知度は 7.6％と低い状況です。

「身近な地域にいつでも相談できる場所がある」と知り安心感が持てることが大切で

あり，今後も窓口の拡大とあわせて周知を進める必要があります。 



18 

 

② 市民の相談支援機関の認知度として，地域包括支援センター（35.9％）が最も高く，

周知が図られている一方で，「いずれも知らない」人が 32.4％います。困りごとがあ

るときの相談相手がいないと答えた人は 4.6％となっており，問題の深刻化を防ぐ観

点からも，相談支援機関の周知とあわせて，地域の見守り・声かけなどの支え合いづ

くりも重要です。 

③ 多機関協働の連携体制の構築を進める中で，ひきこもり状態の人などの伴走支援及

び長期的支援が必要な人への支援体制の検討，義務教育修了後や 18 歳以降の支援が

途切れがちな層への支援の継続などの課題が挙がっています。また，孤独・孤立状態

等の人や世帯へのアウトリーチの取組もさらに進めていく必要があります。 

④ 今後も継続して，支援に携わる職員の意識醸成や，個別支援から明らかになる地域

課題の解決，必要な社会資源の創出・拡充などに一体的に取り組んでいく必要があり

ます。 
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基本目標６ 安全・安心につながる環境づくり 

６－１ 暮らしやすい生活環境の整備 

６－２ 災害時対策の充実 

 

指標 
第１期実績 

（平成 30 年） 

第２期目標 

（令和６年） 

第２期実績 

（令和５年） 

高知市総合計画実施計画，高知市強靭化計画，高知市強靭化アクションプランに記載 

【成果】 

① 本市では，住宅確保要配慮者に対する居住支援の充実を図るため，高知県居住支援

協議会に参加し，関係団体との情報共有等を行うとともに，セーフティネット住宅制

度の普及促進等に取り組みました。 

② 地域住民の移動においては，利用者の減少などにより運行維持が困難となった路線

バスに代わる移動手段として「デマンド型乗り合いタクシー」を市内周辺部 12 地域で

導入してきました。 

③ 避難行動要支援者対策については，令和３年度から個別避難計画の作成が努力義務

化され，令和４年度当初に作成の同意率が 6.6％，計画作成件数が 2,454 件だったと

ころ，マイプラン方式等を行った結果，令和６年度当初には同意率 29％，計画作成件

数 6,229 件となりました。また，福祉避難所については，令和４年度及び令和５年度

は地域ごとの偏在を解消すべく，社会福祉法人等と交渉を行い，指定施設のなかった

７つの大街で新たに福祉避難所を設けました。 

④ 大規模災害時の災害ボランティアセンターの設置・運営に向けて，ライオンズクラ

ブとの協定を締結するとともに，公益社団法人高知青年会議所と NPO 高知市民会議，

市社協の三者で締結した「協定書」をもとに，住民や関係機関，行政等と研修会や災

害ボランティアセンター運営模擬訓練を実施し，協働体制を構築しています。また，

大規模災害発生時にスムーズに協働できるよう，関係団体と定期的な情報交換をネッ

トワーク会議において実施してきました（令和６年３月末現在：構成団体 23 団体）。 

【課題と今後の方向性】 

① 令和６年の住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律等の改

正により，さらに住宅施策と福祉施策が連携した地域の居住支援体制の強化が求めら

れるため，具体的な取組を検討していく必要があります。 

② 地域住民の移動等については，バスやタクシーの運転手不足が課題となっており，

将来にわたって維持できる地域公共交通のリ・デザイン（再設計）に取り組む必要が

あります。 

③ 避難行動要支援者対策においては個別避難計画の作成に取り組むとともに，福祉避
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難所については，指定に加えて，発災時における運営体制の整備を進めるなど，庁内

関係部署が連携して，災害時対策の充実を進めていきます。 

④ 災害ボランティアセンターにおいては，今後も円滑な運営に向けてネットワーク会

議の参画団体をはじめとする関係団体，行政と平時からの連携・協働体制を取りなが

ら，災害時に迅速な対応ができるよう体制を整備していく必要があります。 

⑤ 年齢や障がいの有無などにかかわらず住民一人ひとりが安全に安心して暮らせる

環境は，地域福祉の推進を下支えする重要な要素となるため，庁内横断的な対応を要

する課題については，引き続き高知市地域共生社会推進本部において，情報共有や施

策の検討を行っていきます。 
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基本目標７ 地域共生社会の実現のための体制基盤強化 

７－１ 市社協の役割の明確化及び機能強化 

７－２ 市の役割の明確化及び機能強化 

 

指標 
第１期実績 

（平成 30 年） 

第２期目標 

（令和６年） 

第２期実績 

（令和５年） 

市社協の活動内容の周知度 

「名前も活動の内容もよく知って

いる」「名前は知っており活動内

容も少しは知っている」人の割合 

【市民】 

21.6％ 

【町内会長・自治会長】 

58.0％ 

【市民】 

50％ 

【町内会長・自治会長】 

70％ 

【市民】 

22.3％ 

【町内会長・自治会長】 

53.4％ 

【成果】 

① 市社協では，活動報告誌，SNS やイベントを通じた市社協の活動の周知や，制度の

狭間にある課題の解決手段として「これからあんしんサポート事業」や「買い物支援

事業」等の独自事業を実施しました。また，自主財源確保のため「ほおっちょけんマ

ンスリーサポーター制度」を開始しました。地域福祉コーディネーターについては，

研修やキャリアパス・自己啓発カード等を用いて計画的な人材育成に努めています。

また，市社協内での部門間連携のため行っている東西南北のエリア連携会議では，相

互理解を深め，個別支援と地域支援の一体的な展開に努めています。 

② 本市では，地域共生社会の実現に向け，庁内横断的な対応を要する地域課題につい

て情報共有を図り，施策を推進する組織として，市長をトップとし，副市長・部局長

等で構成する高知市地域共生社会推進本部を令和３年度に設置しました。本部の下部

組織として，各部局副部長級で構成する幹事会，また，関係課長で構成する部会を設

置しています。また，地域共生社会の理念や職員の心構えについて共有し，考える機

会として，全庁職員に対し令和４年度から研修を実施しています。 

【課題と今後の方向性】 

① 市社協の取組について，制度の狭間の課題等には，既存事業の見直しや新規事業の

創設等により課題解決に向けた取組を実施するとともに，自主財源の確保と有効活用

のため，会員の加入率向上や寄付金等についてさらに検討する必要があります。エリ

ア連携会議は継続し，各圏域での解決が難しい問題や，どの分野にも属さない狭間の

課題解決のために資源の拡充，創出を検討するなど，引き続き，個別支援から地域づ

くりの一体的な展開に向けて取り組みます。 

② 本市においてはこれまでの地道な取組を通じて，全庁的に地域共生社会の実現に向

けた体制を構築しており，今後も継続して取り組んでいく必要があります。 

 

 

 



22 

 

 

 

地域福祉コーディネーター活動 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市が市社協に財政支援を行い配置している地域福祉コーディネーターは，ほ

おっちょけん学習の働きかけや日ごろからの活動支援等を通じて地域の多様な

主体（学生・企業・社会福祉法人・地域団体等）とのつながりを深め，支え合い・

助け合いの意識の醸成，課題の解決に向けた話し合いの場づくりや地域貢献活動

の促進，課題に対応する担い手の養成などに取り組んできました。 

 こうした活動は，住民のニーズや地域資源の状況等，地域の実情に応じて取り

組むものであり，一律に全市に波及できるものではありませんが，地道な取組を

積み重ねることで，より広く，多くの主体を巻き込み，地域福祉活動の輪を大き

くしていくことが大切です。 

第３期計画でも，引き続き市社協への財政支援を行い，継続して地域福祉コー

ディネーターを配置して地域福祉の推進に努めます。 
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高知市生活支援相談センター 

 平成 25 年 11 月に本市と高知市社会福祉協議会，高知公共職業安定所，こうち若者

サポートステーションによる運営協議会方式で開所した高知市生活支援相談センター

は，平成 28 年度から運営協議会を解散し，生活困窮者自立相談支援機関として本市か

ら市社協へ委託をし，様々な相談に対応しています。 

 

 

 

 

 令和２年度には，生活困窮者の早期発見・対応のためアウトリーチ支援員を配置し，

訪問等を通じた柔軟な相談支援により生活困窮者の支援体制を強化しているほか，生活

困窮の予防の観点から，若年層を対象に，社会保障や家計にまつわる出前講座を実施し

ています。 

 また，制度の狭間や複合的な課題等の解決のため，分野を超えた専門機関と顔の見え

る関係づくりとして「こうちセーフティネット連絡会」を開催し，事例検討や意見交換

を実施しています。 

 既存事業では対応しきれない制度の狭間の問題に対しては，社会福祉法人の責務であ

る「地域における公益的な取組」を進める高知市社会福祉法人連絡協議会と連携し，「く

らしあんしん応援事業」を創設して総合的な相談対応を行うとともに，逼迫した状況に

ある場合には，現物給付等による経済的支援を行い，生活困窮者の自立に向けた支援を

拡充しました。 

 また，就労訓練や職場体験の受入れ事業所（協力事業所）の開拓も進めています。 

 このように，制度の狭間や複合的な課題を抱える生活困窮者に対しては，関係機関と

の連携・協働による横断的・包括的な支援体制が強化されてきましたが，孤独・孤立状

態の世帯に対するアウトリーチの取組や継続的な関わり，制度の狭間の問題に対する，

資源の創出や新たな支援の仕組みづくりに引き続き取り組む必要があります。 
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（１）国の動向 

 

 ① 社会福祉法の改正 ～地域共生社会の実現に向けて～ 

近年の社会構造の変化等を踏まえ，平成28年に閣議決定された「ニッポン一億総 

活躍プラン」において，「地域共生社会」の実現が示されました。 

また，平成29年６月の社会福祉法の改正において，地域福祉の理念が規定される 

とともに，地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の整備のほか，地域福祉 

計画の策定が市町村の努力義務となりました。 

さらに，令和２年６月の社会福祉法の改正では，包括的な支援体制を整備するた

めの方策として「重層的支援体制整備事業」が新たに創設されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 再犯防止の推進 

平成28年12月に施行された「再犯の防止等の推進に関する法律」により，再犯防 

止推進計画の策定が市町村の努力義務となり，平成29年12月に閣議決定された再犯 

防止推進計画（平成30～令和４年度）において，地方公共団体との連携強化の推進 

が掲げられました。 

また，令和５年３月に閣議決定された第二次計画（令和５～令和９年度）では， 

地域による包摂の推進のため，国・都道府県・市区町村の役割の明確化，地方公共 

団体の取組への支援，地域における支援の連携強化，相談できる場所の充実等 

が掲げられています。 

５ 計画策定の背景と趣旨 
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③ 成年後見制度の利用促進 

平成28年５月に施行された成年後見制度利用促進法に基づき，平成29年３月に閣 

議決定された成年後見制度利用促進基本計画（平成29～令和３年度）では，制度の 

広報や相談等を各地域で担う体制整備が進められました。 

また，令和４年３月に閣議決定された第二期基本計画（令和４～令和８年度）で 

は，地域共生社会の実現という目的に向け，本人を中心にした支援・活動における 

共通基盤となる考え方として「権利擁護支援」を位置付けた上で，権利擁護支援の 

地域連携ネットワークの一層の充実などを進めることとしています。 

 

④ 自殺対策 

自殺総合対策大綱は，自殺対策基本法に基づき政府が推進すべき自殺対策の指針 

として定めるもので，おおむね５年を目処に見直すこととされています。 

令和４年10月に新たな大綱が閣議決定され，子ども・若者の自殺対策の更なる 

推進・強化，女性に対する支援の強化，地域自殺対策の取組強化，新型コロナウイ 

ルス感染症拡大の影響を踏まえた対策の推進など，総合的な自殺対策の更なる推 

進・強化を掲げています。 

 

⑤ 孤独・孤立対策 

孤独・孤立問題は，新型コロナウイルス感染症の影響等により深刻な社会問題と 

なっていることに加え，今後，単身世帯や単身高齢世帯の増加等によりさらに深刻 

化することが懸念されています。 

こうした状況を踏まえ，令和６年４月１日に施行された孤独・孤立対策推進法で 

は，孤独・孤立対策の基本理念，国等の責務，施策の基本となる事項，国及び地方 

の推進体制等が規定され，「孤独・孤立に悩む人を誰ひとり取り残さない社会」，「相 

互に支え合い，人と人との「つながり」が生まれる社会」を目指して，孤独・孤立 

対策を一層推進することとしています。 

 

⑥ その他の国の動き 

令和５年４月に，すべての子どもが将来にわたって幸福な生活を送ることができ 

る「こどもまんなか社会」を実現するために「こども基本法」が施行されるととも 

に，「こども家庭庁」が創設され，令和５年12月には，こども政策を総合的に推進 

するための基方方針等を定める「こども大綱」が閣議決定されました。 

また，「生活困窮者自立支援法」や「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給 

  の促進に関する法律」の改正法案（令和７年度施行）が成立しました。 
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（２）高知市の状況 

 

① 人口の推移 

本市の総人口は年々減少しており，今後も減少が進んでいく見込みです。 

年齢区分別に見ると，０～14歳の年少人口と15～64歳の生産年齢人口が減少する 

一方で，65歳以上の老年人口は年々増加傾向にあります。 

また，65歳以上の老年人口割合は令和22年には40％近くになることが見込まれて 

おり，今後も少子高齢化が一層進行することが予想されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実績 推計 

【資料】  実績：住民基本台帳（各年１０月１日）  推計：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（高知市推計値）」 

340,458 
336,298 

325,664 

311,164 

298,280 

284,864 

270,644 

316,984 
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② 世帯数及び１世帯当たりの人員の推移 

  世帯数は増加を続けていますが，１世帯当たり平均人員は減少しており，単身世

帯など世帯の小規模化が進んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 自然動態 

  出生数は減少傾向となっており，死亡数が出生数を上回る自然減が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【資料】 住民基本台帳 

【資料】 住民基本台帳（各年１０月１日） 

平成19年
（2007年）

平成20年
（2008年）

平成21年
（2009年）

平成22年
（2010年）

平成23年
（2011年）

平成24年
（2012年）

平成25年
（2013年）

平成26年
（2014年）

平成27年
（2015年）

出生 2,940 2,914 2,920 2,936 2,815 2,801 2,835 2,710 2,699

死亡 △3,082 △3,281 △3,316 △3,477 △3,528 △3,567 △3,593 △3,550 △3,581

自然増減 △ 142 △ 367 △ 396 △ 541 △ 713 △ 766 △ 758 △ 840 △ 882

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和２年
（2020年）

令和３年
（2021年）

令和４年
（2022年）

令和５年
（2023年）

出生 2,655 2,604 2,415 2,263 2,170 2,202 2,015 1,794

死亡 △3,747 △3,828 △3,835 △3,871 △3,812 △3,935 △4,406 △4,327

自然増減 △1,092 △1,224 △1,420 △1,608 △1,642 △1,733 △2,391 △2,533
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④ 社会動態 

  転入転出ともに増減を繰り返していますが，全体として転出等が転入等を上回る

傾向が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【資料】 住民基本台帳 

平成19年
（2007年）

平成20年
（2008年）

平成21年
（2009年）

平成22年
（2010年）

平成23年
（2011年）

平成24年
（2012年）

平成25年
（2013年）

平成26年
（2014年）

平成27年
（2015年）

転入等 10,835 10,606 10,449 10,050 9,718 11,076 9,854 9,266 9,544

転出等 △12,450 △11,888 △10,552 △9,957 △9,833 △10,066 △10,206 △9,953 △10,022

社会増減 △1,615 △1,282 △ 103 93 △ 115 1,010 △ 352 △ 687 △ 478

平成28年
（2016年）

平成29年
（2017年）

平成30年
（2018年）

令和元年
（2019年）

令和２年
（2020年）

令和３年
（2021年）

令和４年
（2022年）

令和５年
（2023年）

転入等 9,323 9,327 9,425 9,143 8,803 8,613 9,081 8,830

転出等 △10,234 △9,876 △10,114 △10,127 △9,518 △9,572 △9,492 △9,611

社会増減 △ 911 △ 549 △ 689 △ 984 △ 715 △ 959 △ 411 △ 781

【注】上記①～④について，平成 24 年から住民基本台帳の世帯数・人口の数値には外国人が，転入転出等には帰化・国籍喪失等が含まれています。 
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国 

13.5%

11.3%

37.0%

41.3%

41.6%

38.6%

7.1%

7.3%

0.7%

1.4%

決してない ほとんどない 時々ある 常にある 回答なし

国 

高知市 

（３）市民アンケート結果 

 

① 市民アンケートの概要 

◇ 調査期間：令和５年９月 27 日(水)～10 月 24 日(火) 

◇ 調査対象：16 歳以上の高知市民 

◇ 調査人数：3,000 人(無作為抽出) 

◇ 調査方法：調査票を自宅に郵送し，郵送または Web で回答 

◇ 回答者数：1,178 人／3,000 人 (回答率：39.3％) 

 

② 調査結果概要 

◇ 孤独感について 

孤独感がある人の割合は，国の状況と同傾向となっています。 

 

・直接質問【問 13 あなたは，どの程度，孤独であると感じることがありますか。】 

  

 

 

 

   

 

 

・間接質問【UCLA(カルフォルニア大学ロサンゼルス校)孤独感尺度により測定】 

 

 

 

 

 

 

   ※孤独・孤立の実態把握に関する全国調査を参考に，孤独感という主観的な感情を間接的な質問

により数値的に測定するため，３つの設問への回答をスコア化して孤独感を評価するもの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

18.4%

21.3%

40.6%

40.8%

15.80%

13.41%

19.6%

18.6%

4.9%

4.8%

0.6%

1.0%

決してない ほとんどない 時々ある たまにある しばしばある・常にある 回答なし

高知市 

（ｎ=1,178） 

（ｎ=1,178） 

（ｎ=11,218） 

（ｎ=11,218） 
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32.9%

31.0%

48.0%

49.3%

2.8%

8.6%

14.2%

9.6%

2.1%

1.5%

H30

R５

必要だと思う あった方が良い 必要だとは思わない 分からない 無回答

1.3%

2.3%

25.6%

26.1%

28.2%

30.6%

14.1%

14.9%

29.4%

25.0%

1.3%

1.0%

H30

R５

大変そう思う そう思う あまりそう思わない そう思わない 分からない 無回答

 

◇ 地域の支え合い・助け合いへの考え方 

全体の８割程度の人は，「必要だと思う」「あった方が良い」のどちらかと回

答していますが，前回と比べて，「必要だと思わない」の割合が大きく増加して

います。 

 

 

【問 17 あなたは「生活の困りごと」に対し，住民が支え合い，助け合う関係が必要 

だと思いますか。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 地域における助け合いの状況 

 全体の３割程度が助け合いができていると答えています。 

 

 

【問 18 あなたのお住まいの地域では，お互いに助け合いができていると思います 

か。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（ｎ=1,178） 

（ｎ=1,178） 

（ｎ=1,342） 

（ｎ=1,342） 

指標 

指標 
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13.3%

1.9%

2.1%

1.6%

23.2%

11.1%

6.6%

5.8%

3.6%

30.9%

3.6%

1.5%

4.0%

18.5%

9.0%

14.4%

9.3%

5.7%

34.0%

頼まれてもいないのに自分からは支援しにくい

無回答

その他

関わりたくない

自分自身に余裕がなく誰かを支援できない

支援の方法や手段が分からない

本人から「助けて」と言われれば支援できる

誰かに頼まれれば支援したい（できる）

誰かと一緒であれば支援したい（できる）

自分のできる範囲での支援はしたい

Ｒ５ H30

 

  ◇ 困っている人を支援することについて 

最も多かった回答は，「自分のできる範囲での支援はしたい」（34.0％）で，

「支援したい（できる）」と答えた人の合計は 63.4％となっています。 

 

【問 19 あなたは，近所で「生活の困りごと」の支援を必要としている人がいたら， 

その人を支援することについてどう思いますか。】 

 

   

  

 

 

 

 

 

   

 

    

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｎ=1,178） （ｎ=1,342） 

※ 

※R5 では選択項目としては削除 
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1.8%

3.0%

4.9%

4.5%

3.5%

14.3%

6.1%

1.7%

1.2%

4.6%

44.2%

79.4%

2.7%

1.5%

3.9%

4.6%

0.3%

2.4%

12.6%

4.4%

1.1%

1.3%

1.7%

5.4%

49.7%

80.5%

無回答

その他

相談窓口を知らない

相談相手がいない

NPO等の民間団体・ボランティア団体

学校・幼稚園・保育園

医療機関

行政（市役所など）

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

自治会・町内会

近所の人

知人・友人

家族や親族

Ｒ５ H30

     

◇ 困りごとの相談先 

     約８割の人が「家族や親族」，約半数の人が「知人・友人」と回答しており， 

次に高いのは「医療機関」12.6％となっています。 

 

【問 22 あなたは，困りごと（不安や悩みを含む）があるとき，誰に相談しています 

か。（複数回答）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

  

（ｎ=1,178） （ｎ=1,342） 

※R５新規選択項目 

※ 

※ 
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◇ 行政等の相談窓口の周知度 

     知っている相談窓口として答えた人の割合が高かったのは，「地域包括支援セ 

ンター」（35.9％），「消費生活センター」（34.0％）となっていますが，「いずれ 

も知らない」と答えた人の割合も 32.4％と高くなっています。 

 

【問 23 高知市が設置している生活に関する相談窓口で知っているものすべてに○を 

つけてください。（複数回答）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 地域活動への参加 

     地域活動に「参加している」と答えた人の割合は 13.2％で，「参加していな 

い」と答えた人の割合は 62.2％となっています。 

 

 

【問 25 あなたは地域の活動やボランティア活動へ参加していますか。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ｎ=1,178） 

5.1%

32.4%

7.6%

34.0%

8.7%

15.0%

7.6%

20.4%

20.9%

20.5%

35.9%

無回答

いずれも知らない

ほおっちょけん相談窓口

消費生活センター

情報公開・市民相談センター

市民会館

成年後見サポートセンター

生活支援相談センター

障害者相談センター

子育て世代包括支援センター

地域包括支援センター

指標 

16.8%

13.2%

13.9%

20.4%

58.9%

62.2%

10.5%

4.2%

H30

R５

参加している 現在は参加していないが、参加したことがある 参加していない 無回答
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8.5%

8.1%

8.7%

11.3%

4.2%

5.1%

17.7%

17.1%

3.9%

4.2%

30.8%

28.7%

15.6%

19.7%

10.6%

5.9%

H30

R５

現在している活動を継続したい 機会があれば、ぜひ参加したい
友人などが一緒なら参加したい 時間ができたら参加したい
学習の機会があったら参加したい 参加したい気持ちはあるが、参加できない
参加したくない 無回答

 

◇ 今後の地域活動への参加意向 

     約５割の人がなんらかの形で「参加したい」（45.8％），約３割の人が「参加し 

たい気持ちはあるが，参加できない」（28.7％）と回答しています。 

 

 

【問 28 あなたは今後，地域の活動やボランティア活動に参加したいと思いますか。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◇ 高知市社会福祉協議会の認知度 

「名前も活動の内容もよく知っている」と答えた人の割合が，前回より 1.0 ポ 

イント増加しています。 

 

 

【問 32 地域福祉を推進し，住民主体の地域福祉活動のお手伝いをする団体に，「高知市

社会福祉協議会」があります。あなたはこの組織を知っていますか。】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

4.8%

5.8%

16.8%

16.5%

37.8%

37.2%

38.3%

37.4%

2.4%

3.1%

H30

R５

名前も活動の内容もよく知っている 名前は知っており、活動内容も少しは知っている

名前は知っているが、活動内容は知らない 名前も活動内容も知らない

無回答

（ｎ=1,178） 

（ｎ=1,178） 

（ｎ=1,342） 

（ｎ=1,342） 

指標 

指標 
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（４）意見交換会結果 

 

◇ 目的 第３期高知市地域福祉活動推進計画策定にあたり，地域福祉に関するボラ 

ンティアの状況及び今後の課題を把握する。 

 

◇ 実施内容 

① 福祉委員 

       平成 26 年度より委嘱を始めた福祉委員に対して，これまでの取組を通 

じた成果や課題，今後の活動の展開に向けた意見交換を行うことで，住 

民同士の助け合いや見守り活動を進めていく上での参考とする。 

 

   ② ほおっちょけん学習サポーター 

       ほおっちょけん学習のこれまでの取組を通じた成果や課題，今後の地域 

展開に関する取組等について意見交換を行うことで，福祉への関心と理 

解，共感を深める機会づくりの取組を進めていく上での参考とする。 

 

   ③ 生活支援ボランティア 

        地域での助け合いの意識や地域活動，ボランティアへの参加等に関し 

て意見交換を行うことで，潜在的な地域福祉の担い手の発掘や効果的な 

マッチングを進めていく上での参考とする。 

 

◇ 開催時期及び参加者数 
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◇ 開催結果（意見交換内容要約） 

① 福祉委員    

 

 

 

 

 

 

 
 

 

      ② ほおっちょけん学習サポーター 
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③ 生活支援ボランティア 
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◇ まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３期地域福祉活動推進計画については，第２期計画における取組を継承・発展さ

せながら，本市の地域福祉を取り巻く状況の変化や国の動向を踏まえ策定するもので

す。 

① 「ほおっちょけん」の住民意識づくり 
  ◎活動を通じて「地域デビューが出来た」という意見にもあるように，人とつながることで，や   
りがいや喜びにも繋がるといった好循環が生まれている。 

  ◎活動を通じて，町内会活動にも興味を持つなど，活動への参加に対する意識に変化が生ま 
れている。 

  ◎「人の役に立つ」という経験を通じて，感謝される喜びを感じるとともに，「自分の身近な人 
から助けたい」といった，日常的な助け合い・支え合いの大切さにも気づくことが出来てい 
る。 

  ◎様々な分野における取組への参加を通じて，「自分の住むまちのこと」について関心を 
持つキッカケとなっている。 

② 「ほおっちょけん学習(福祉教育)」の拡充 
  ◎ほおっちょけん学習サポーターとして学習に参画することで，学習の大切さに気づき，それぞ   
れが日頃から繋がりのある保育所や幼稚園等に働き掛けを行うなど，地域展開に向けた   
活動に繋がっている。また，そのような活動を通じて，世代を超えて学び合う中で，世代間交 

    流の促進や高齢者の社会参加の機会にも繋がっている。 

③ 活動につながるきっかけづくり 
◎「若い方を巻き込みたい」「若い方の感覚が必要」といった意見にもあるように，発掘すべ 
き潜在的な担い手の対象として「若者」への期待が高まっている。一方で，若者が「参加し   
したい」と思える活動とはどのようなものか，活動に参加するためにはどのようなキッカケ    
が必要なのかといった視点については十分な検討が出来ていないため，効果的な情報発 
信方法も含めて検討が必要。 
◎ボランティア精神に基づく活動だけでなく，企業の社会貢献活動の一環として実施するな    
ど，職業人としてのフィルターで地域と関わるという視点も重要である。 

 

キーワード・取組の方向性等 

 ◎地域福祉活動への参加の入口は「多様に」準備する。 

 ◎生活支援ボランティアの活動を通じて、地域における支え合いの意識の醸成につながる。 

 ◎「困っている人の役に立つ」という活動内容の明確さが、新たな担い手の発掘に繋がる。 

 ◎住民が主体的に地域課題を把握し，解決を試みることができる環境の整備が必要(困りご 

とに触れる機会等) 

 ◎活動者それぞれのニーズに応じたマッチングやコーディネートの実施 

福祉への関心と理解、共感を深める機会づくり 

 ◎様々な地域福祉活動への参加を通じて、他の活動にも興味・関心が生まれる。 

 ◎活動を通じて、地域のニーズに触れ、関心を高めるといった福祉教育的機能を意識した 

働き掛けが必要。 

 ◎学生や企業等の社会貢献活動と協働した取組の展開。 

 

 

多様な担い手の発掘と育成の仕組みづくり 
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第２章 計画の基本的事項 
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１ 計画の基本理念 

   

第２期計画に引き続き，住民，企業，社会福祉法人，NPO，行政等地域の多様な主体

がつながりを持ち，それぞれの役割を果たしながら，地域づくりに参画し，つながりの

るまちづくりに取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

だれもが安心して， 
いきいきと自分らしく暮らせる 

支え合いのあるまち 

基本理念 

 

いつも心に“ほおっちょけん” 

ひろげよう“つながり”の輪 

スローガン 



41 

 

２ 基本目標・体系図及び指標・目標 

 

（１）基本目標・体系図 

 基本理念の実現に向け，次の５つの基本目標を設定します。 

 

 

基本目標 施策の方向性 

１ 地域の多様な担い手の

発掘と育成 

１－１ 多様な主体の意識醸成 

１－２ 多様な主体の活動支援 

２ 地域での課題解決力の 

強化 

２－１ 多様な主体がつながり課題解決

に向けて話し合う場づくり 

２－２ 課題解決に向けた住民主体の 

地域活動の支援 

３ だれもが活躍できる 

地域づくり 

３－１ 多世代・多分野の交流の場づくり 

３－２ だれもが活躍・参加できるための 

支援 

４ 包括的な相談支援体制 

の充実 

４－１ 相談支援機関の連携強化 

４－２ 地域における見守り・支え合いの 

充実 

５ 安全・安心につながる 

環境づくり 

５－１ 暮らしやすい生活環境の整備 

５－２ 災害対策の充実 

５－３ 地域共生社会の実現のための 

基盤強化 

 

 第２期計画と第３期計画の各基本目標・施策の関係は次のとおりです。 

 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 

重点 
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 第２期　（平成31～令和６年度） 第３期　（令和７〜令和12年度）

１－１　きっかけづくり住民主体の地域福祉活動の推進

１－２
地域の多様な主体がつながる（連
携・協働）仕組みづくり

２－１
地域や福祉に関心をもつ機会づく
りの推進

２－２
保育や学校教育や生涯学習と連携
した啓発の仕組みづくり

３－１
地域活動につながる多様な交流の
機会づくり

３－２ 多様な社会活動の仕組みづくり

４－１
多様な担い手の発掘と育成の仕組
みづくり

４－２ 既存の活動をつないでいく支援

５－１
地域における見守り体制の強化と
相談機能の充実

５－２
相談支援機関の連携体制の構築・
強化

６－１ 暮らしやすい生活環境の整備

６－２ 災害時対策の充実

７－１
市社協の役割の明確化及び機能強
化

７－２ 市の役割の明確化及び機能強化

6

安全・安心につながる環境づくり

7

地域共生社会の実現のための体制基盤強化

3

地域活動など社会とつながる多様な交流の促
進

4

地域や福祉の担い手づくり

5

つながりのある相談支援体制の構築

基本目標
施策

1

地域共生社会の実現に向けた地域での課題解
決力の強化

2

「おたがいさま」「ほおっちょけん」の
住民意識づくり

重点

重点

重点

１－１ 多様な主体の意識醸成

１－２ 多様な主体の活動支援

２－１ 多様な主体がつながり課題解決に
向けて話し合う場づくり

２－２ 課題解決に向けた住民主体の地域
活動の支援

３－１ 多世代・多分野の交流の場づくり

３－２ だれもが活躍・参加できるための
支援

４－１ 相談支援機関の連携強化

４－２
地域における見守り・支え合いの
充実

５－１ 暮らしやすい生活環境の整備

５－２ 災害対策の充実

５－３
地域共生社会の実現のための基盤
強化

3

だれもが活躍できる地域づくり

4

包括的な相談支援体制の充実

5

安全・安心につながる環境づくり

施策

1

地域の多様な担い手の発掘と育成

2

地域での課題解決力の強化

基本目標

重点

重点

重点

重点

重点

重点
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 また，令和６年４月１日に孤独・孤立対策推進法が施行され，地方公共団体の責務等

が規定されていますが，本市では，基本目標に沿って，地域の多様な主体と連携して地

域福祉を推進することが，孤独・孤立状態の人や生きづらさを抱えた全ての人に対する

適切な支援や予防につながると考えています。 

 

 

 

 

孤独・孤立対策と地域福祉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

社会構造の変化（単身世帯の増加，働き方の多様化，インターネットの普及など）

により，家族や地域，会社などにおける人と人との「つながり」が薄くなり，誰も

が孤独・孤立状態に陥りやすい状況です。孤独・孤立の問題は一人でいること自体

が問題なのではなく，悩みや困りごとが生じた際に誰にも相談できず一人で抱え込

んでしまうことで，悩みや困りごとが複雑化・深刻化することです。それを防ぐた

めには日常にある「つながり」が重要です。 

本市では，地域福祉を推進することや，重層的支援体制整備事業を活用して包括

的な支援体制を整備することを通じて，孤独・孤立状態の人への支援，予防を進め

ます。 
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（２）指標・目標 

指標 
第２期実績 

（令和５年） 

第３期目標 

（令和 12年） 

基
本
目
標
１ 

助け合いが「必要だと思う」「あった方が良

い」と思う市民の割合 
80.3％ 95％ 

地域活動やボランティア活動へ「参加して

いる」市民の割合 
13.2％ 20％ 

基
本
目
標
２ 

地域での助け合いがあるかどうかについ

て「大変そう思う」「そう思う」市民の割合 

41.1％ 

（令和６年） 
50％ 

基
本
目
標
３ 

孤独感が常にある市民の割合（※） 7.3％ ５％ 

基
本
目
標
４ 

困りごとがあるとき誰に相談するかにつ

いて「相談相手がいない」市民の割合 
4.6％ ２％ 

地域での助け合いがあるかどうかについ

て「大変そう思う」「そう思う」市民の割合

【再掲】 

41.1％ 

（令和６年） 
50％ 

基
本
目
標
５ 

今後も高知市に住み続けたいと思う市民

の割合 

90.0％ 

（令和６年） 
100％ 

【第２期実績：令和５年実施地域福祉に関する市民アンケート調査及び令和６年市民意識調査（速報値）】 

※孤独感について３つの間接的な設問への回答をスコア化して評価する。 

 

 

３ 計画の推進体制 

 

 計画策定後は，高知市地域福祉計画推進協議会で，定期的に計画の進捗状況に関する

協議を行います。協議会の資料や議事録は本市ホームページ上で市民に公開します。 
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 地域での支え合いは，身近であるほどお互いの顔が見える関係がつくりやすく，無理

のない範囲で活動できるため，近隣のエリアが望ましい単位と考えられます。 

 しかし，複雑な課題を抱えている人など，近隣だけでは解決することが難しい課題に

対し柔軟な対応をするためには，地域の実情や特性に応じて，圏域を越えた連携を図る

ことも必要です。 

 そのため，本計画では地域福祉活動が実施される「地域」を一義的なものではなく，

重層的なものとして捉えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 圏域の考え方 

 

 

 

①隣近所のエリア 

日常的なあいさつ・顔が見える範囲 

②小地域圏域(町内会・自治会・小学校区エリア) 

住民間において課題に対する関心と共感が 

得やすい範囲 

住民参加の可能な範囲 

住民主体の活動が具体的に展開しやすい範囲 

※以下に示す活動は一例です。地域によって取組は異なります。 

③中学校区・大街圏域 

地域包括支援センターの圏域 

⑤高知市全域 

④ブロック圏域 

高知市を東西南北４つに分けた圏域 

障害者相談支援センター，子育て世代包括

支援センターの圏域 

 

 

 

   個人・ 

    家族 

 

   隣近所 

 

  町内会・ 

     自治会 

 

 

   小学校区 

 

中学校区・大街 

 

 

 

   ブロック 

 

 

 

   市全域 
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第３章 目標達成に向けた施策の展開 
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基本目標１ 地域の多様な担い手の発掘と育成 

 

人口減少・少子高齢化が進むなか，地域社会を持続可能なものとしていくためには，

多様な主体に対し，地域や福祉に関する意識醸成を行い，活動の担い手を発掘，育成し

ていくことが必要です。 

第２期計画では，幼少期からの福祉教育に加え，中学生や企業等と地域の生活課題を

共有し，解決に向けた活動の担い手として活躍してもらうなど，新たな担い手の発掘，

育成に取り組んできました。第３期計画においても，こうした活動を横展開するととも

に，引き続き地域の多様な主体に対し，意識醸成をし，活動を支援することで，多様な

担い手の発掘と育成に取り組みます。 

 

１－１ 多様な主体の意識醸成 

住民一人ひとりが地域や福祉について理解し，「おたがいさま」「ほおっちょけん」の

意識を持つことから始め，困ったときは周囲に「助けて」と伝えることができるよう，

福祉学習やイベント等を通じて市民の意識醸成を図るとともに，地域での困りごとや助

け合いの活動事例や，身近な地域での助け合いの必要性を周知します。 また，普段の

生活の中で地域や福祉についてのちょっとした意識を持ち，自分にできることに取り組

めるよう，意識醸成を進めていきます。 

 

 

地域や福祉に関心を持ち，情報収集をしましょう。 

市や地域が実施する様々な取組の中で，興味・関心の持てる活動に参加しまし

ょう。 

身近な人の困りごとに気づけるようにしましょう。 

困った時には身近な人に「助けて」と伝えましょう。 

家庭内で困りごとがある人の福祉や地域活動について，話し合う機会をもち

ましょう。 

 

指標 
第２期実績 

（令和５年） 
第３期目標 

（令和 12年） 

助け合いが「必要だと思う」「あった方が良い」
と思う市民の割合 

80.3％ 95％ 

地域活動やボランティア活動へ「参加してい
る」市民の割合 

13.2％ 20％ 

住民一人ひとりができること，心がけること 

 

 

 

 

重点 
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地域や福祉の情報を積極的に発信しましょう。 

「ほおっちょけん」の気持ちを持って地域で声をかけましょう。 

地域においてあいさつや声かけ, 見守りをしましょう。 

福祉教育・学習の活動に積極的に参加・協力するとともに，担い手・関係者と

して福祉や人権を正しく理解し，それぞれの活動に活かしましょう。 

地域の状況や生活課題などを，地域の回覧板や集いの場など，様々な媒体や機

会を活用して，分かりやすく知らせましょう。 

多様な世代の人が参加しやすいよう，地域における様々な活動の場・機会を活

用して，福祉教育・学習等に取り組みましょう。 

保育所，幼稚園，認定こども園，障害者施設，高齢者施設等を運営している福

祉・教育関係者は，主体的な福祉教育・学習や体験活動に取り組みましょう。 

 

 

 

 

 

 

社
協 

①子どもの頃から福祉の意識を育むため，保育所・幼稚園・認定こども園や小・

中学校等において福祉教育(ほおっちょけん学習)を行い，多様な学びの機会

の提供に努めます。 

   【ほおっちょけん学習の展開】 

実施箇所数 
R５実績 R12 目標 

20 か所 50 か所 

 

②「ほおっちょけん学習」の機会を増やし，地域展開していくために「ほおっ

ちょけん学習サポーター」を養成します。 

   【ほおっちょけん学習サポーターの養成】 

登録者数 
R５実績 R12 目標 

91 名 120 名 
 

【表の表記について】 
「社協」  ：高知市社会福祉協議会（市社協）の取組 
「社協・市」：高知市社会福祉協議会（市社協）と高知市の共通する取組 
「市」     ：高知市の取組 

市社協・行政が取り組むこと 

 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 
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社
協 

③住民誰もが地域福祉に関する情報を知ることができるように，世代ごとに効

果的な情報発信の方法を検討するとともに，SNS(Facebook，Instagram，LINE，

HP 等)の活用や様々なイベントの活用など，多様な方法による情報発信に努

めます。 

   【情報発信】 

 R5 R12 

Facebook 

(記事掲載数) 
50 回/年 

 

LINE 

(配信回数) 
24 回/年 36 回/年 

 

④社会福祉大会や各地域の祭り等のイベントなど，様々な分野における多様な

機会において，関係機関と協力して，福祉に関する啓発活動や情報発信及び

ボランティアセンターの周知等に努めます。 

 

⑤住民が地域活動に共感し，応援する仕組みとして共同募金等を推進すること

で，寄付文化の醸成を目指します。 

 

⑥「ほおっちょけんネットワーク会議」等の取組を通じて，地域住民が地域生

活課題に触れる機会の創出に努めます。 

 

⑦社会に出る前の世代に対し，予防的福祉の取組の一環として，家計改善支援

事業によるテーマ型「セーフティネット」「家計管理」の出前講座を実施しま

す。 

【出前講座の実施（家計改善支援事業）】 

 R5 R12 

実施回数 

(延べ) 
2 回 20 回 

 

社
協
・
市 

①「ほおっちょけん相談窓口」の周知と，相談対応等による「個別の生活課題

への対応」を通じた啓発活動を行います。 
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市 

① ターゲット，テーマ，興味関心等を意識し，多くの住民が，地域に関心，愛

着が持てるようなイベント活動や出前講座等を開催するとともに，ホーム

ページ，LINE 等で情報発信を行います。 

 

② 保育所・幼稚園・認定こども園や小・中学校において，地域での様々な体験・

交流活動を進め，福祉や人権に関する意識啓発を行います。 

 

③ 小・中学校や高校において，福祉教育・学習や体験学習を行います。 

 

④ 生涯学習の取組や出前講座，地域における学習会，イベントなど様々な機会

や場を通じた福祉教育・学習等を行います。 

 

⑤ 福祉や人権等に関する地域の状況や活動内容等について分かりやすく情報

提供・発信を行い，自身のこととしての意識醸成を図ります。 
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【ほおっちょけん学習】 

 「困った人がいたらほおっちょけん」の想いを伝える 

「ほおっちょけん学習」を，ほおっちょけん学習サポー 

ター等と協同で，保育所や幼稚園，小学校（学童含む）， 

中学校等で開催しています。 

 

 

 

 

 

 

 

【ほおっちょけん学習サポーター】 

                      「ほおっちょけん学習」の機会を増や

し，地域展開していくために「ほおっち

ょけん学習サポーター」を養成していま

す。 

 

 

 

 

 

 

【家計改善支援事業による若年層向け出前講座】 

高校３年生等を対象とし，社会人として自立することのイメージを持つために

「セーフティネットやお金」にまつわる出前講座を実施し，社会に出る前の世代 

に対し，将来生活困窮に至らないための予防的な活動を行っています。 
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１－２ 多様な主体の活動支援 

地域で抱える課題の解消・改善のために，地域活動は大きな役割を果たすことから，

引き続き，隣近所の助け合いや，町内会・自治会，自治公民館，老人クラブ，子ども会，

いきいき百歳体操，サロン等の小地域における活動をはじめ，民生委員・児童委員，地

区社会福祉協議会（地区社協），福祉委員による活動等，地域福祉の推進や課題解決力

の基盤となる住民の地域福祉活動を積極的に促進・支援し，活動の活性化を図ります。

また，学生や企業の地域貢献活動,社会福祉法人の公益的活動についても積極的に支援

します。 

 あわせて，現在活動している地域や福祉の担い手・リーダーの負担を軽減し，新たな

担い手につないでいくことや，同じ活動者同士のつながりをつくっていくことで，既存

の活動を活性化させ，活動継続の支援をしていきます。 

 

 

既存の活動の担い手と協力して，できる範囲で活動に参加しましょう。 

活動に参加している人は，楽しさ，やりがいなどを周囲の人に伝えましょう。 

活動に参加する際には，身近な人を誘って参加しましょう。 

 

 

地域の現状や課題などを把握し，その解決策を検討する場を持ちましょう。 

市社協や市の実施する人材発掘や人材育成に関する取組を，地域活動に活用し

ましょう。 

町内会・自治会の担い手を確保するとともに，活動を活性化しましょう。 

企業や社会福祉法人は，地域貢献に資する取組を通じて，住民主体の活動への

支援をしましょう。 

地域において，担い手・リーダーが抱える課題を把握・共有し，その解決策を

検討しましょう。 

市社協や市の実施する担い手間の交流や，運営に関する研修等を活用しましょ

う。 

楽しくボランティア活動できるように活動を紹介しましょう。 

様々なボランティア団体や NPO 法人，社会福祉法人と連携しましょう。 

 

住民一人ひとりができること，心がけること 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 

  

 

 

 

 

 

 

 

重点 
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社
協 

① 地域住民等が主体的に地域福祉活動に参加できるように，ボランティアセン

ター機能の強化を図ります。 

   【ボランティア登録者数】 

こうち笑顔 

マイレージ 

R５実績 R12 目標 

487 名 600 名 

 

② ボランティアセンターの登録者及び受入側に対して，安心して活動が継続で

きるよう，研修等のフォローアップを行います。 

 【ボランティアのフォローアップ体制】 

 R５実績 R12 目標 

フォローアップ 

研修 
2 回/年 5 回/年 

相談 

件数 
100 件/年 

 

 

③ 地域福祉活動等の情報提供を通じて，住民の参加機会の拡充を図るととも

に，地域福祉活動を主体的に推進する人材育成を促進します。 

 

④ 各社会福祉法人の分野を越えた連携によって課題を解決するため，高知市社

会福祉法人連絡協議会等の地域における公益的な取組を拡充します。 

 

⑤ 社会福祉法人が地域で実施する公益的な取組と連携を図り，福祉の仕事や活

動のめざすところ，やりがいなどの魅力を知ってもらう機会をつくること

で，福祉人材の確保に向けた取組を推進します。 

 

⑥ 地域や福祉の担い手の固定化・高齢化や負担の偏りに対して，若い世代(中

学生・高校生・大学生等)も含めた多様な人材の発掘・育成の仕組みをつく

り，既存の活動をつないでいくことができる取組を推進します。 

 

⑦ 企業における社会貢献活動，SDGｓの推進に向けて，地域活動への人的支援，

食料等の寄付，活動資金の支援等，様々な形で地域に貢献できるよう支援し

ます。 

 

⑧ ボランティア団体や NPO 法人との意見交換等を通じて，連携・協働体制を

拡充します。 

市社協・行政が取り組むこと 
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社
協
・
市 

① 地域におけるボランティアや NPO 法人，当事者団体などの多様な活動の活

性化に向けた支援に取り組むとともに，社会福祉法人や民間企業・事業所

等による社会貢献活動の促進に取り組みます。 

 

② 地域や福祉の担い手の負担軽減に向けて，担い手が抱える課題等を把握・ 

共有し，解決策を検討する場・仕組みづくりを行います。 

 

③ 地域における担い手の負担軽減や人材確保・育成に向けた活動に対して，

必要な情報，先進事例などの提供，講座・研修会等の開催支援，担い手へ

の相談対応などを行います。 

 

④ 担い手間で活動に関する情報交換・共有を進め，互いに交流を図ることが

できる場・機会を提供します。 

 

⑤ 様々な機会や場を活用して，地域や福祉の担い手の活動状況や必要性・重

要性についての周知・啓発を進め，住民に対して担い手への理解・認識の

醸成を行います。 

 

⑥ 活動したいという住民の思いが地域の活動につながるよう，あらゆる情報

発信の方法を検討します。 

 

⑦ 主に高齢者支援における住民主体の介護予防活動の活性化のため令和５年

度から専従配置された生活支援コーディネーターと連携，協働し多様な主

体の活動を支援します。 

市 
① 地域単位で活動する団体・組織（町内会・自治会，町内会連合会，地域内

連携協議会，自主防災組織，老人クラブ，いきいき百歳体操等）の運営や

活動の支援を進め，活動の活性化につなげます。 

 

② 民生委員・児童委員を対象とした研修等の充実を図るとともに，地域住民

への活動周知・啓発，他団体等との連携支援など，民生委員・児童委員が

活動しやすい環境づくりを行います。 

 

③ 民生委員・児童委員の確保，業務の負担軽減などに向けた検討・支援を行

います。 

 

④ 企業向けまちづくり相談窓口を設置し，社会貢献・地域貢献を考えている

企業と地域課題を共有し，活動につなぐ支援を行います。 
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【ボランティア活動の様子】  

  ボランティアセンターは，ボランティアをしたい 

 方とボランティアを求めている方の橋渡しをしてい 

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【企業版ほおっちょけん学習】  

 「人材・スキル・物資など会社の資源を地域の 

 ために活用できないか？」「長く続けられる地 

 域貢献の方法は？」など、それぞれの企業の 

 現状に沿った地域貢献・社会貢献の取組を一緒に 

 考えています。 
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基本目標２ 地域での課題解決力の強化 

 

住民主体の地域福祉活動は，地域福祉を推進するための基盤となっており，多様な主

体による活動が展開されています。一方で，地域の抱える課題の多様化・複雑化により，

既存の取組だけでは課題の解消・改善は難しくなってきており，多様な主体が連携・協

働し，地域での課題解決力を強化していくことが必要となっています。 

 第２期計画では，住民や地域団体，企業，行政等多様な主体が，身近な圏域において

困りごとの相談を包括的に受け止め，課題の解決に向けて話し合う場づくり（「ほおっ

ちょけんネットワーク会議」等）を進めてきました。一部の地域では，地域資源や民間

企業の実施しているサービス等の新たな活用等，活動の創出につながっており，今後は

それぞれの地域の実情に応じた話し合う場を拡充し，地域での課題解決力を強化してい

きます。 

 

２－１ 多様な主体がつながり課題解決に向けて 

話し合う場づくり 

住民と専門職，社会福祉法人，企業などの多様な主体が，ほおっちょけん相談窓口

や相談支援機関に寄せられた困りごとや，地域に関する情報，課題などを把握・共有

し，その解決に向けた取組を検討・推進することができる話し合いの場を，地域の状

況に応じて構築します。 

 

 

声かけや見守りなどの活動を通じて，気になること・不安に感じることなどが

あれば，地域の相談窓口や行政等の専門相談窓口に伝えましょう。 

 

できる範囲で，多様な主体による話し合いなどにも参加しましょう。 

 

 

地域の現状や課題などを把握し，その解決策を検討する場を持ちましょう。 

指標 
第２期実績 
（令和６年） 

第３期目標 
（令和 12年） 

地域での助け合いがあるかどうかについて「大
変そう思う」「そう思う」市民の割合 

41.1％ 50％ 

住民一人ひとりができること，心がけること 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 

 

 

  

重点 
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市社協や市の実施する人材発掘や人材育成に関する取組を，地域活動に活用し

ましょう。 

多様な主体が，現状・課題を把握・共有し，その解決策を一緒に考え，取り組

んでいくための場・仕組みづくりに取り組みましょう。 

上記取組を通じて，それぞれの役割やできることなどについて相互理解を深

め，連携・協働を積極的に図りましょう。 

 

 

社
協 

① 様々な地域生活課題の解決のために，ほおっちょけんネットワーク会議等，

既存のネットワーク（地域内連携協議会や第２層協議体等）を活用し，多

様な主体が参加する話し合いの場づくりを支援します。 

 

② 「ほおっちょけんネットワーク会議」等での話し合いを通じて，多様な主

体間の情報共有・連携強化を図ります。 

 

③ 地域課題の掘り起こしや困りごとの解決に直結する福祉的な活動だけでな

く，楽しそう・面白そうといった興味・関心から地域でのつながりが生ま

れる場や取組にも着目した環境整備を進めます。 

 

④ 各社会福祉法人の分野を越えた連携によって課題を解決する場として，高

知市社会福祉法人連絡協議会等の地域における公益的な取組を拡充しま

す。 

社
協
・
市 

① 地域福祉コーディネーター活動と専門職の連携・協働を通じて，地域の情

報や課題を把握します。 

市 

① 多様な担い手などが抱える地域全体の課題や地域生活の課題を把握･共有 

し，解決策を住民や関係機関と一緒に考え，取り組んでいくための場・仕

組みづくりを行います。 

 

② 自立支援型地域ケア会議や第２層協議体，自立支援協議会，要保護児童対

策地域協議会等を通じて，多職種の専門職や多様な担い手などの連携・協

働や，地域における課題解決力の強化を行います。 

 

【ほおっちょけんネットワーク会議】 

福祉分野に留まらない，地域の多様な主体の 

 参画を得て，地域生活課題の解決に向けた検討 

  及び取組を展開しています。 

 

市社協・行政が取り組むこと 
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２－２ 課題解決に向けた住民主体の地域活動の支援  

第２期計画の推進の中で，地域の中での話し合いの場から生まれる住民主体の地域

活動が少しずつ増えてきています。地域の困りごとを地域のみんな（多様な主体）で

話し合い，解決に向けた活動が今後も様々な地域で生まれるよう支援していきます。 

 

 

声かけや見守りなどの活動を通じて，気になること・不安に感じることなどが

あれば，地域や行政等の専門相談窓口に伝えましょう。 

できる範囲で，多様な主体による話し合いに参加し，その中で関心のある地域

活動に参加しましょう。 

 

 

多様な主体が，現状・課題を把握・共有し，その解決策を一緒に考え，取り組

んでいくための場・仕組みづくりに参加しましょう。 

上記取組を通じて，それぞれの役割やできることなどについて相互理解を深

め，連携・協働を積極的に図りましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民一人ひとりができること，心がけること 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 

 

 

 

 

重点 
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社
協 

① 地域生活課題の解決に向け，多様な主体がそれぞれの役割やできることに

取り組めるよう支援を行います。 

 

② 地域の生活課題に応じて，既存の社会資源の機能拡充や新たな社会資源の

創出を行います。 

 

③ 住民が主体的に地域の課題を把握し，解決を試みることができるよう，生

活支援ボランティアの養成・活動支援を実施します。 

【生活支援ボランティアの養成】 

登録者数 
R５実績 R12 目標 

161 名 200 名 

 

④ 既存の集いの場を活かし，参加者同士の支え合い，見守り等ができるよう，

集いの場での互助活動の推進，機能強化・拡充を支援します。 

 

⑤ 相談対応や好事例等の提供により，住民主体の地域活動の横展開を図りま

す。 

 

⑥ 社会福祉法人の地域における公益的な取組との連携を図り，世代や分野を

超えた地域における居場所づくり，活動拠点づくりを推進します。 

社
協
・
市 

① 地域福祉コーディネーター活動と専門職の連携・協働を通じて，地域の多

様な主体がつながる仕組みづくりを推進します。 

 

② 住民と専門職，社会福祉法人，企業等の関係機関が協働した地域づくりの

実践を支援します。 

 

③ 様々な支援を通じて得た社会資源情報が地域の社会資源情報として広く周

知されるよう，高知くらしつながるネット(愛称 Lico ネット)を活用した

情報発信を行います。 

市 

① 多様な担い手などが抱える地域全体の課題や地域生活の課題を把握･共有

し，解決策を住民や関係機関と一緒に考え，取り組んでいくための場・仕

組みづくりを行います。【再掲】 

 

② 自立支援型地域ケア会議や第２層協議体，自立支援協議会，要保護児童対

策地域協議会等を通じて，多職種の専門職や多様な担い手などの連携・協

働や，地域における課題解決力の強化を行います。【再掲】 

市社協・行政が取り組むこと 
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【生活支援ボランティア】 

   ゴミ出しの手伝いや電球の交換，ちょっとした見守り 

や話し相手など，既存の制度やサービスでは対応しきれ 

ない生活上のちょっとした困りごとを無償でお手伝いす 

るボランティア。「得意なこと，できること」を活かし 

て「できる範囲」で活動しています。 
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基本目標３ だれもが活躍できる地域づくり 

 

近所づきあいや地域のつながりの希薄化は年々進んできており，社会的孤立は大きな

問題となっています。市民アンケート調査では，孤独感が常にある人の割合は，7.3％

でした。 

今後は，就労等も含む社会参加活動など多様な交流の促進を図り，「ひとりぼっち」

をつくらない「つながり」のある地域づくりや，誰もが活躍できる地域づくりが必要で

す。取組の中では，本人の趣味や好きなこと，得意なことなどその人自身の強みを活か

し，地域の中での居心地のいい居場所や役割を創出していきます。 

 

※孤独感について３つの間接的な設問への回答をスコア化して評価する。 

 

３－１ 多世代・多分野の交流の場づくり  

住民一人ひとりが地域に関わり，交流が持てるよう，住民の地域に対する多様なニー

ズや関心などを踏まえつつ，地域の中での様々な交流の機会づくりを推進します。 

また，地域福祉活動を展開していくためには，活動の拠点が必要となることから，既

存施設，既存の取組等の有効活用などを通じた拠点づくりへの支援に取り組みます。 

 

 

気軽に地域の居場所やお祭り・イベント等に行き，交流をしましょう。 

地域住民や障がいのある人，高齢者，子ども・子育て世帯を含めた，様々な人

との交流の場・機会に参加しましょう。 

地域の活動で，興味・関心のある活動に参加しましょう。 

 

 

地域の住民が興味・関心を持ち，気軽に楽しみながら参加できる取組を考え，

交流の機会づくりを進めましょう。 

指標 
第２期実績 

（令和５年） 

第３期目標 

（令和 12年） 

孤独感が常にある市民の割合 7.3％ 5％ 

住民一人ひとりができること，心がけること 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 
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地域の住民が様々な交流の場・活動に参加しやすいよう，積極的かつ効果的な

情報発信・情報提供に取り組みましょう。 

だれもが参加しやすいような配慮をしましょう。 

市社協や市の実施する交流に関する取組を活用しましょう。 

社会福祉法人は，公益的な取組に関連する事業を通じて，地域の交流の機会づ

くりへの支援をしましょう。 

地域の既存施設や既存の取組などを活用して，地域における居場所づくり，活

動拠点づくりを支援しましょう。 

企業や社会福祉法人は，地域における居場所づくり，活動拠点づくりのための

施設の地域開放や職員の参加協力等を実施することにより，地域貢献に取り組

みましょう。 

 

 

 

社
協 

① 世代や属性を超えて，誰もが参加できる多様な場づくりや，人と人，人と

居場所などをつなぎ合わせられる環境整備に努めます。  

 

② 既存の集いの場等を多世代の住民同士の交流の場として拡充することで，

地域での孤立・孤独を防ぎます。 

 

③ 「食」を通じた集いの場として，こども食堂をはじめとする様々な世代の

人が集うことのできる共生型の集いの場づくりに努めます。 

 

④ 社会福祉法人や企業等の持つ専門的知識・ノウハウを活かし，地域活動に

おける交流や施設の地域開放を促進します。 

市社協・行政が取り組むこと 
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社
協
・
市 

① 学生や働く世代，子育て世代，退職者，転入・転居者など，これまで地域

であまり交流が持たれていなかった住民の地域への関わりの機会づくりに

取り組みます。 

 

② 地域単位で活動する組織・団体などによる住民同士の交流活動を支援しま

す。 

 

③ 多様な目的や興味・関心などを踏まえた住民の主体的な活動を支援しま

す。 

 

④ 社会福祉法人や企業の地域貢献事業との連携を図り，交流の機会づくりに

向けた支援の促進を図ります。 

 

⑤ NPO 法人や行政施策等と連携・協働した子育て世代向けの集いの場や各種

イベントの開催を通じて，ネットワークづくりを進めます。 

市 

① 親子のふれあいの機会や子育て世代の交流の機会づくり，高齢者の社会参

加や介護予防につながる取組，障がい者等の社会参加につながる取組等，

既存の活動を促進する中で，多様な交流の機会づくりへ発展していくよ

う，様々な世代間交流や分野を越えた交流を促進します。 

 

② 公民館や市民会館について，居場所や活動拠点としてのさらなる有効活

用，利用促進を検討します。 

 

③ 「高知くらしつながるネット（愛称 Lico ネット）」を通じ，地域の社会資

源情報を発信します。 
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【NPO 法人と連携した子育てイベントの実施】 

子育て世代同士だけでなく多世代や支援 

者とつながれる場づくりを目的に開催。専 

門職による相談ブースの設置や地域の活動 

者によるステージ発表などを実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【子育て支援にかかわる地域住民や専門職によるネットワークづくり】 

   子育て支援にかかわる地域住民や専門機関のつながりづくりを目的に，活動者同 

士の交流会を定期的に開催しています。 
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３－２ だれもが活躍・参加できるための支援  

 身近な地域で，誰もが主体となって活躍ができる仕組みづくり（就労の場も含む）を

進めるとともに，子どもから高齢者まで，普段人とのつながりが少ない人も，地域の中

で自分にあった居場所や役割を見つけることができるよう支援します。 

 

 

身近な地域の居場所や，活動拠点を知り，活用しましょう。 

できる範囲で，居場所や活動拠点の運営などに参加・協力しましょう. 

各種講座を受けて身に付けた知識や得意なことを地域で発揮しましょう。 

ボランティア活動，地域や福祉に関する活動に関心を持ち，理解・認識を深め

ましょう。 

興味・関心のある活動に参加しましょう。 

地域の中で，自分にとって居心地のいい居場所や役割を見つけてみましょう。 

 

 

だれもが活躍できる場を積極的に検討し，提供しましょう。 

既に取り組んでいる居場所づくりに関する取組の継続・充実を図るとともに，

地域の状況・課題などを踏まえて，新たな取組を検討・実施しましょう。 

ボランティア，地域や福祉の担い手を養成するための講座・研修会の開催や，

社協や市の関連する取組に協力しましょう。 

地域において，学生や若者などをはじめとした様々な住民がボランティア活動

等に気軽に参加したくなる，楽しみのある機会づくりを進めましょう。 

福祉関係者間や他の主体と，地域の人材に関する情報共有や情報交換を進めま

しょう。 

仕事や役割の切り出しをし，様々な人が社会と関わる機会づくりをしましょ

う。 

 

 

 

 

住民一人ひとりができること，心がけること 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

重点 
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社
協 

① 子ども・高齢者・障がいのある人，誰もが住み慣れた地域で安心してその

人らしく暮し続けられる地域づくりをめざし，地域住民とともに，見守り

や支え合い，誰もが参加しやすい場づくりなど，地域の実情に応じた交流

を進めます。 

 

② 「支える側」「支えられる側」の関係を超えて誰もが活躍できる場の創設，

機会づくりを推進します。 

 

③ 子育て，障がい，高齢，困窮，教育等の各分野の専門機関と協働し，社会参

加を推進するための取組を進めます。 

 

④ 生活支援ボランティアの養成・活動支援を通じて，住民が主体的に地域の

課題を把握し，解決を試みることができる環境の整備を進めます。【再掲】 

 

⑤ 生きづらさを抱えた人の社会参加に向けたきっかけづくりとして，地域活

動やボランティア活動への参加等を推進します。 

 

⑥ 様々な事情で就労が困難な人に対し，日常生活や社会生活上の自立をサポ

ートし，段階的な就労準備プログラムを通じてそれぞれに合った「働き方」

が実現できるよう支援をします。 

 

⑦ ひきこもり，8050 など様々な背景から社会的に孤立した状態の人に対し，

企業や民間団体と連携した社会参加の機会を提供し，地域における活動の

場を広げていきます。 

    【生活困窮者就労準備支援事業】 

 

 

 

 

 R５実績 R12 目標 

マッチング件数 

(累計) 
９件 50 件 

市社協・行政が取り組むこと 
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社
協
・
市 

① 住民それぞれの興味・関心に合った活躍の場づくりを行います。 

 

② 住民のボランティア等への意識・関心等を踏まえつつ，ボランティアとな

る人材の発掘，育成を図るとともに，ボランティアが活躍できる環境づく

りを行います。 

 

③ 地域における人材確保・育成に向けた活動に対して，必要な情報の提供，

講座・研修会等の開催支援，担い手への相談対応等を通じて，地域活動が

継続できるような支援を行います。 

 

④ 生きづらさを抱えた人の社会参加をコーディネートします。 

 

⑤ 農業と福祉が連携した「農福連携」を通じて，生きづらさを抱えた人の農

業分野での活躍を支援します。 

市 

① いきいき百歳体操，宅老所，認知症カフェ，地域活動支援センター，地域

子育て支援センター，子どもの居場所，住民主体の通いの場など，地域に

おける多様な居場所づくりを推進します。 

 

② 地域や福祉の担い手として，元気な高齢者や，障がい当事者等のピアサポ

ーターの社会参加に取り組みます。 
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【生活困窮者就労準備支援事業】 

高知市生活支援相談センターでは，直ちに一般就労が困難な方に対し，一般就労

に従事する準備としての基礎能力や生活習慣形成に向けた支援を行います。室内作

業から協力事業所での職場体験（見学）プログラム等，利用者のペースに合わせた

段階的な支援メニューを作成し，伴走的にサポートしています。 

 

【社会参加応援プロジェクト】 

   高知市生活支援相談センターでは，長期化するひきこもりや社会的孤立の状態

にある人に，社会とのつながりの構築に向けた中間的な受け皿として「社会参加

応援プロジェクト」を行っています。コミュニケーションやソーシャルスキルト

レーニング，ボランティア活動など様々なプログラムを通じて，その人なりに社

会とつながることを応援します。 

 

  ＜段階的支援のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ＜プログラムの様子＞ 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農園作業プログラムでは季節に応じた

野菜を育てて利用者が収穫しています 

日常生活の中で取り入れられるヨガス

トレッチ講座を開催しました 
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基本目標４ 包括的な相談支援体制の充実 

 

支援が必要な人の増加とともに，公的サービスの対象とならない制度の狭間にある人

や，個々の相談支援機関では対応できない複合的な課題を抱える人や世帯への対応が大

きな課題となっています。また，認知症の人の増加，障がいのある人の地域生活への移

行などに伴い，権利擁護の支援に向けた取組の充実が不可欠になっています。 

第２期計画では，包括的相談支援員の配置や，（重層的）支援会議の開催，市の相談

支援部署や窓口部署への研修を通じて，包括的な相談支援体制の構築に努めてきました。

今後は，支援の必要な人が適切な支援につながるよう，相談窓口の周知に加え，引き続

き多機関協働を進めるとともに，地域における見守り体制の強化を図ります。また，自

ら支援を求めることが難しい人へのアウトリーチや伴走支援等の充実を図るとともに，

だれもが自身のライフステージを安心して過ごし，必要な支援が途切れることがないよ

う，包括的な相談支援体制の充実を図ります。 

 

４－１ 相談支援機関の連携強化 

制度の狭間や複合的な課題などに対応できるよう，相談窓口・相談支援機関の他分野

との連携・協働等に向けたネットワークの構築・強化を図るとともに，分野を横断した

協働を進めることで，包括的な相談支援体制の充実をめざします。 

 

 

様々な相談窓口・相談支援機関を知りましょう。 

困ったときは，家族や知人，友人，近所の人や町内会・自治会，民生委員・児

童委員などに相談しましょう。 

 

 

 

指標 

第２期実績 

（令和５または 

令和６年） 

第３期目標 

（令和 12年） 

困りごとがあるとき誰に相談するかについて

「相談相手がいない」市民の割合 

4.6％ 

（令和５年） 
２％ 

地域での助け合いがあるかどうかについて「大

変そう思う」「そう思う」市民の割合 

41.1％ 

（令和６年） 
50％ 

住民一人ひとりができること，心がけること 

  

重点 
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助けを求めている人がいれば，相談窓口や相談支援機関につなぎましょう。 

課題解決のために様々な分野の専門機関と連携しましょう。 

市や市社協による包括的な相談支援体制の構築・強化に向けた取組に協力しま

しょう。 

 

 

社
協 

① 複合化・複雑化する相談もしっかり受け止め，適切な支援関係機関につなげ

られるよう，相談員などの資質と専門性の向上に努め，相談支援体制を強化

します。 

 

②「ほおっちょけん相談窓口」や相談支援機関と情報の交換や共有を図り，困

りごとが解決に結びつくよう連携体制の強化に努めます。 

 

③ 判断能力が十分でない人の権利を守るため，成年後見制度等の周知・啓発を

進め，総合的な支援を行います。 

 

④ 身寄りのない人が，将来のことを安心して考えることができるように総合的

な相談・支援を行います。 

 

⑤ 判断能力が十分でない人の意思決定等を住民が支える市民後見人の育成・活

動の支援を行います。 

 

⑥ 様々な困難の中で生活に困窮している方に対し，就労，住まい，家計等の困 

りごとの相談をワンストップで受け止め，解決できるよう伴走的な支援を行 

います。 

 

⑦ どこに相談したら良いか分からない，SOS が出しづらいといった人や世帯に

対してワンストップ型相談窓口である「生活支援相談センター」の広報・周

知を行うとともに，支援につながりにくい人への訪問等によるアウトリー

チや伴走型支援を実施します。 

 

⑧ 生活困窮者支援に関わる様々な機関・団体で構成される「こうちセーフティ 

ネット連絡会」を通じて，包括的支援体制構築に向けた関係者の顔の見える 

関係づくりと官民協働ネットワークの強化を推進します。 

市社協・行政が取り組むこと 

 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 
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社
協
・
市 

① 既存のネットワークを活用した多職種連携を推進します。 

市 

① 相談者の世代や属性，相談内容に関わらず，どの相談窓口にどんな相談が

来ても，しっかりと受け止め，必要な支援機関につないでいきます。 

 

② 制度の狭間や複合的な課題等について，多様な分野の相談窓口・相談支援

機関が連携・協働して対応できるよう，庁内外の相談支援機関への研修，

事例検討，（重層的）支援会議等を通じ，人材育成を行います。 

 

③ 多機関・多職種の専門職や地域の担い手などの連携・協働，課題解決に向

けたネットワークの構築・強化を図ります。 

 

④ 生活困窮者自立支援法に基づき，対象者が生活の中で抱えている課題を把

握したうえで，状況に応じた支援計画を作成します。また，就労や家計に

関する支援を実施することで，早期の自立を支援します。 

 

⑤ 高齢者や障がい者，子ども等の権利擁護の支援に向けた取組を進めます。 

 

⑥ 相談支援機関やほおっちょけん相談窓口の周知に努め，困りごとを抱えた

人が相談しやすい環境整備に努めます。 

 

⑦ 自ら支援を求めることが難しい人へのアウトリーチや，必要な支援が途切

れないための伴走支援等の検討を行います。 

【高知市生活支援相談センター】 

  高知市生活支援相談センターは、暮らし・住まい・健康・ 仕事・家族など多様

な課題を抱えた方々に対し，ご本人と一緒に課題を整理し，どのような支援が必

要かを一緒に考え，他の専門機関と連携して、解決に向けてサポートします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「こうちセーフティネット連絡
会」の記載は？ 
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【高知市成年後見サポートセンター】 

 市社協では，認知症や様々な障がい等によって判断能力が不十分な状態になって

も住み慣れた地域で安心して暮らすことができるように高知市成年後見サポートセ

ンターを設置し，様々な事業を組み合わせて権利擁護に関する取組を総合的に行っ

ています。 

 

〇権利擁護支援地域連携ネットワーク中核機関事業 

 ：権利擁護の総合相談窓口として，成年後見制度の広報・啓発，利用促進の支援

を実施。また，後見人支援や地域連携ネットワーク協議会の運営，市民後見人

の育成・活動支援を実施。 

〇法人後見受任事業 

 ：市社協が法人として後見人となり支援を実施。 

〇日常生活自立支援事業 

 ：判断能力が不十分な方への福祉サービス利用援助を中心とした日常的な金銭管

理支援を，契約を通して実施。 

〇これからあんしんサポート事業 

 ：判断能力はあるが親族等の身寄りのない方に発生する将来的な課題や死後の事

務手続き支援を実施。 

 

 

 

【こうちセーフティネット連絡会】 

生活困窮に付随する複合的な課題を抱える相談者にワンストップで迅速かつ包括

的に対応すべく、関係する各機関・団体との関係づくりや連携協議，情報共有等を行

うことを目的として高知市生活支援相談センターが事務局となり開催しています。 

発足当初(平成 25 年 12 月)の参加機関 10 団体から、令和 5 年度末時点で関係する

37 団体 54 部署が参加するネットワークとして拡大しています。 
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４－２ 地域における見守り・支え合いの充実 

ほおっちょけん学習やほおっちょけんネットワーク会議，生活支援ボランティア等の

活動を通じて，多様な主体が地域生活課題に触れる機会を作り，地域での見守りや支え

合いの活動を充実させていきます。 

身近な地域において，民生委員・児童委員をはじめとする住民主体の多様な地域福祉

活動を促進し，支援が必要な人や潜在化する様々な課題の早期発見と，適切な専門機関

等へのつなぎをめざします。  

 

 

日ごろから身近な人に相談しやすい関係づくりをしていきましょう。 

困っている人に「気づく」ためにも，日ごろから地域の様子に気を配りましょ

う。 

地域で困っている人を見かけたら，「ほおっちょけん」の気持ちを持って，声

かけや手助けをしましょう。 

地域の声かけや見守り活動に，一人ひとりができる範囲で協力しましょう。 

地域で支援が必要な人に気づいた際は，民生委員・児童委員をはじめ，専門機

関・相談窓口に相談しましょう。 

 

 

地域の様々な場や機会などを活用し，声かけや見守り活動等，支援が必要な人

の情報・状況の把握に取り組みましょう。 

身近な地域での相談窓口として，情報提供や相談対応に取り組みましょう。 

権利擁護の支援が必要な方を見つけたら，行政機関や市社協に相談しましょ

う。 

生活困窮や８０５０問題，ダブルケア問題，ひきこもりなど制度の狭間や複合

的な課題の現状や対応策などへの理解を深め，それぞれの活動に活かしましょ

う。 

課題解決のために様々な分野の専門機関と連携しましょう。 

市や市社協による包括的な相談支援体制の充実に向けた取組に協力しましょ

う。 

 

住民一人ひとりができること，心がけること 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 



75 

 

 

 

社
協 

① 既存の集いの場等を活用して様々な世代が交流することで，日常的な声か

けや見守り活動につながる機会をつくります。 

 

② ほおっちょけんネットワーク会議やほおっちょけん学習，生活支援ボラン

ティアの活動を通じ，市民の意識醸成を図ります。 

 

③ 困りごとを抱えた人が身近な場所で相談できるように，高知市社会福祉法

人連絡協議会と連携し，出張型相談会を開催します。 

【出張相談会の開催】 

 R５実績 R12 目標 

開催件数 ２回/年  

 

④ 既存の制度サービスでは解決できない生活困窮課題に対し，社会福祉法人

と連携した独自のセーフティネットの取組として，くらしあんしん応援事

業を実施し，現物給付等による経済的支援を通じてその後の自立に向けた

支援をします。 

社
協
・
市 

① 民生委員・児童委員や町内会・自治会，福祉委員や地域住民等との連携を

図り，困りごとの早期発見・早期対応を目指します。 

 

② 住民に身近な圏域で生活の困りごとを相談できる「ほおっちょけん相談窓

口」運営を支援するとともに，窓口の周知を行います。 

市 
① 身近な地域で住民が何でも相談できる「ほおっちょけん相談窓口」を設置

します。 

 

② 出前講座等を通じて，地域における住民の見守り・支え合いの大切さにつ

いて，市民に啓発していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市社協・行政が取り組むこと 
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基本目標５ 安全・安心につながる環境づくり 

 

地域共生社会の実現のためには，産業や農林，環境，住宅，交通，防災，まちづくり，

地方創生，教育といった，地域社会，人々の生活の基盤となる福祉以外の分野において

も「福祉でまちづくり」の視点を持ち，施策展開をしていくことが必要です。全ての住

民が，年齢や障がいの有無などに関わらず安心して暮らすことができる環境づくりを進

めていきます。 

 

 

５－１ 暮らしやすい生活環境の整備 

 全ての住民が，安全に安心して暮らすことができるよう，公共施設や交通機関，道路

等においてバリアフリーやユニバーサルデザインに基づいたまちづくり等に取り組み

ます。バリアフリーのまちづくりには，住民の協力と正しい認識が必要であり，すべて

の人々にとって暮らしやすく快適なまちであるということを理解してもらうことが重

要です。 

 

 

公共施設や交通機関，道路等のバリアフリーやユニバーサルデザインのまちづ

くりについて理解・認識を深めましょう。 

違法や迷惑となる駐車や駐輪をやめましょう。 

地域で困っている人を見かけたら，「ほおっちょけん」の気持ちを持って，声

かけや手助けをしましょう。 

地域での環境美化活動など良好な住環境の確保に向けた活動に参加しましょ

う。 

 

 

 

 

 

指標 
第２期実績 

（令和６年） 

第３期目標 

（令和 12年） 

今後も高知市に住み続けたいと思う市民の割合 90.0％ 100％ 

住民一人ひとりができること，心がけること 
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様々な住民が参加できるようにバリアフリーとなる環境を整えましょう。 

地域における環境美化活動などを通じて，良好な住環境の確保に向けた取り組

みを推進しましょう。 

事業者や商店などは，建物のバリアフリーを推進しましょう。 

地域の助け合いによる高齢者などの移動の仕組みを考えてみましょう。 

 

 

 

社
協 

① 住民一人ひとりが安全に安心して暮らすことができるように新たな生活支

援サービスの開発に努めます。 

 

② 地域での環境美化活動などに福祉の視点を持ってもらうことで，誰もが良

好な住環境を整えることが出来るように町内会・自治会等と連携・協働を

推進します。 

市 

① 「高知県ひとにやさしいまちづくり条例」に基づき，一定の要件を満たす

公共的施設（特定施設）について，誰もが安全かつ快適に利用することが

できるようにします。 

 

② 高齢者，障がい者等の移動等の円滑化を進めます。 

 

③ 将来にわたって，持続可能な地域公共交通のあり方を検討します。 

 

④ 路線バスの利用の少ない過疎化，高齢化が進む都市周辺部において，路線

バスに代わる「デマンド型乗り合いタクシー」を運行することにより，利

便性の向上を図ります。 

 

⑤ 庁内関連部署での連携や情報共有を進め，高知県居住支援協議会や関係団

体と連携しながら，生活の基礎になる「住まい」の確保や居住支援の推進

に努めます。 

 

⑥ （共生型）福祉サービスの整備や適切な利用の促進に努めます。 

 

 

 

市社協・行政が取り組むこと 

 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 
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５－２ 災害対策の充実 

 災害対策においては，平時からのつながりが重要です。防災に対する意識醸成や地域

の防災力の向上とともに，災害時に支援が必要な人への支援体制づくり，防災対策の充

実などに取り組みます。 

 

 

日ごろから災害に関する情報に気を配り，地域で行われる防災訓練などの防災

活動や研修に参加し，災害時に備えましょう。 

日ごろから地域で声かけや見守りを行い，災害時には地域で助け合いましょ

う。 

 

 

地域で行われる防災訓練などの防災活動や研修に参加するとともに，自主防災

組織など地域住民と交流を図り，災害時に備えましょう。 

地域において日ごろからの声かけや見守り活動をしましょう。 

保育所，幼稚園，認定こども園，障害者施設，高齢者施設などを運営している

福祉・教育関係者は，地域と一体となった防災対策を進め，災害時に備えまし

ょう。 

災害ボランティアセンターの設置・運営への協力をしましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

住民一人ひとりができること，心がけること 

地域の身近な人たちや地域全体で取り組むこと 
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社
協 

① 災害ボランティアセンターの設置・運営に向けて，住民や関係機関，市と

ともに模擬訓練等を実施するなど，連携・協働体制を構築します。 

 

② 災害発生時に，支援活動が円滑かつ効果的に行えるよう，各種協定をもと

に，地域団体や企業等と，平時から顔のみえる関係づくりや情報交換，役

割の確認等を行い，災害時に備えた連携強化に努めます。 

社
協
・
市 

① 防災と福祉の一体的な取組を進めます。 

市 

① 「高知市地域防災計画」に基づき，要配慮者対策をはじめとする様々な施

策を，地域と協働して進めていきます。 

 

② 防災訓練や防災に関する出前講座の実施などを通じて防災技能の普及や減

災意識の高揚を図るとともに，自主防災組織への支援を進め，地域の防災

力を強化します。 

 

③ 自主防災組織連絡協議会による各地区の情報交換や活動の連携，協力体制

の構築を図ります。 

 

④ 避難行動要支援者対策として，マイプラン方式による個別避難計画作成を

推進していきます。 

 

⑤ 重点継続要医療者支援対策を進めていきます。 

 

⑥ 福祉避難所の指定に加えて，発災時における運営体制の整備を進めていき

ます。 

 

⑦ 被災者の速やかな生活再建に向けて，民間団体等と連携し，災害ケースマ

ネジメントの取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

市社協・行政が取り組むこと 
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【災害ボランティアセンターネットワーク会議】 

  災害発生時の連携・協働に向けて，行政及び 

関係機関同士のネットワークの形成と平時から 

のつながりを深めることを目的として開催して 

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【災害ボランティアセンター運営模擬訓練】 

災害ボランティアセンターの設置・運営に 

向けて，住民や関係機関，行政とともに模擬 

訓練を実施するなど，連携・協働体制の構築 

に向けた取組を展開しています。 
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５－３ 地域共生社会の実現のための基盤強化  

本市では，令和３年度に，全庁的に地域共生社会を推進するための部署として地域共

生社会推進課を設置し，同年，市長をトップとし，副市長・部局長等で構成する高知市

地域共生社会推進本部を設置して，部局横断的な施策を推進してきました。第３期計画

においても，研修等を通じて職員の意識醸成をしながら，全庁を挙げて地域共生社会の

実現に向けて取組を進めます。   

市社協は，第３期計画においても，引き続き，地域福祉を推進する団体として中核的

役割を担い，地域住民や関係機関と連携して地域福祉の推進に取り組みます。 

 

 

   

社
協 

① 市社協の活動を周知し，地域住民に相談先として認知されることをめざし 

ます。 

 

② 民生委員・児童委員，町内会・自治会をはじめとする地域の多様な主体，

市との継続的な連携・協働体制を構築・強化します。 

 

③ 様々な相談に対応できる職員の育成に努めるとともに，複合化・複雑化し 

た課題に対応するため，市社協内においての部門間連携や多職種協働による 

課題解決に向けた支援体制づくりを推進します。 

市 

① 地域共生社会の実現のための部局横断組織（高知市地域共生社会推進本

部）を通じた関係機関の取組・連携を強化していきます。 

 

② 市職員の意識改革を進めるとともに，各部局の取組に地域福祉の視点を持

って，全庁的に地域福祉を推進します。 

 

③ 重層的支援体制整備事業を活用した一体的な取組を推進していきます。 

 

④ 地域づくりに関わる関連各課や教育部門と市社協との連携・協働を推進し

ます。 

 

⑤ 教育部門と地域との連携を深めます。 

 

⑥ 市社協に対する財政的・人的支援を継続します。 

 

⑦ 市社協，市，民生委員児童委員協議会連合会などとの間で，情報共有およ

び連携を深め，協働して地域福祉を推進します。 

 

 

市社協・行政が取り組むこと 
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【エリア連携会議】 

東西南北の圏域ごとに，エリア連携会議を開催し， 

個別支援と地域支援の一体的な展開による市社協内 

での部門間連携の強化に取り組んでいます。 
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第４章 重層的支援体制整備事業実施計画 
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１ 背景・目的 

 

人々が生活していく上で生じ得る課題は，介護，子育て，障がい，病気等にとどまら

ず，住まい，就労を含む役割を持てる場の確保，教育，家計，そして地域社会からの孤

立など，いわば「くらし」と「しごと」の全般にまで及ぶとともに，個人やその世帯の

中で複合・複雑化している様子が見られています。こうした本人や世帯の課題を包括的

に受け止めるためには，本人や世帯を「制度」の枠組みから見るのではなく，本人や世

帯が抱える様々な困りごとのみならず，生きる意欲や力，生きる希望といった強みや思

いを引き出しながら必要な支援を考えていくことが必要であり，本人や世帯の「くらし」

と「しごと」を包括的に支えていくこと，それを地域づくりとして行っていくことが求

められています。 

 

こうした状況を踏まえ，平成 29 年の社会福祉法の改正では，地域住民等が本人とそ

の世帯全体に着目し，地域生活課題の把握とともに，地域生活課題の解決に資する支援

を行う関係機関と連携し，解決を図っていく旨が定められました。 

また，地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律（令和２年法

律第 52 号）により社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）の一部が改正され，地域住民

の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため，市町村

において，属性を問わない相談支援，多様な社会参加に向けた支援及び地域づくりに向

けた支援の３つの支援を一体的に実施する重層的支援体制整備事業が創設されました

（令和３年４月１日施行）。 

重層的支援体制整備事業は，従来の縦割りの制度の壁を解消し，「包括的相談支援」

「参加支援」「地域づくりに向けた支援」を柱として，これら３つの支援を一層効果的・

円滑に実施するための多機関協働による支援，アウトリーチ等を通じた継続的支援を一

体的に実施するものです。 

 

本市では，高知市型共生社会の実現に向け，より一層の地域福祉の推進を図るため，

令和４年度から重層的支援体制整備事業を活用し，高知市地域福祉活動推進計画に掲げ

る取組を一体的に進め，包括的支援体制の構築に取り組んでいます。 

 

本章を，社会福祉法第 106 条の５に規定された「重層的支援体制整備事業実施計画」

として位置付けます。 
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２ 取組方針（各分野の取組に共通する基本方針） 

 

 地域共生社会の実現に向けては，高齢・障がい・子ども・生活困窮など専門的支援の

充実と連携を深めるとともに，地域で暮らす一人ひとりの生活を見据え，個別支援から

見えてくる行政すべての分野に関わる地域課題の解決に，全庁を挙げて取り組む必要が

あります。防災やまちづくり，教育，環境，産業など福祉以外の分野との連携を深め，

全庁挙げて「福祉でまちづくり」に取り組みます。 

 また，地域における見守り・支え合いの充実や，地域課題を把握する体制づくりを進

めるとともに，庁内関係課が連携しながら，地域住民等が主体となって課題解決に向け

て話し合い，取り組む支援を行い，地域のみなさんと共にそれぞれの地域の在り方を一

緒に考えていきます。 

 

 こうした取組に重層的支援体制整備事業を活用しながら，包括的な支援体制の構築，

地域生活課題の把握，解決に向けた取組を進め，地域福祉を推進します。 

 重層的支援体制整備事業及び交付金に定められた制度分野や事業のみならず，生活保

護，精神保健福祉，子ども発達支援，子ども家庭支援，教育やその他関係機関と連携体

制を構築し，関係者への研修等を通じて周知啓発，職員の意識醸成にも取り組みます。 

 

 

【出典：厚生労働省資料】 
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３ 具体的な取組 

（１）包括的相談支援 

本市では，平成 25 年 11 月に高知市生活支援相談センターを開所し，経済的困窮以

外の相談も受け付ける「断らない相談窓口」としての機能を持たせるなど，全国に先

駆けて，包括的相談支援体制の構築に取り組んできました。また，地域包括支援セン

ターの再編強化や障害者基幹相談支援センターの設置，子育て世代包括支援センター

の拡充，こどもみらいセンターの設置など，従来の各制度における支援の充実を図る

とともに，分野別の相談窓口で受け止めた相談で，対応が困難な場合は，他の相談機

関や支援機関等の各担当者が参加する個別支援会議により検討し，協働で支援を行う

など，従来の制度の中でも可能な限り包括的な支援を行ってきました。 

令和４年度から重層的支援体制整備事業に取り組む中で，ひきこもり状態の人や不

登校，ヤングケアラー等の課題に対応するため教育分野との連携や，不良な生活環境

の改善支援における環境部との連携などの仕組みづくりにも取り組んでいます。 

本事業では，これまで培ってきたノウハウを活かしながら，既存の各事業の連携を

さらに強化し，包括的な相談支援を行います。 

 

〇取組内容等 

・相談者の世代や属性，相談内容にかかわらず，包括的に相談を受け止め，専門機

関などに適切につなぎます。（次ページ「相談支援機関」） 

 

・複合化・複雑化する課題に対応するため，支援関係の各部署（基幹型地域包括支

援センター，障がい福祉課，福祉管理課，第一福祉課，第二福祉課，健康増進課，

母子保健課，子ども育成課，子ども家庭支援センター，教育研究所，その他必要に

応じて任命）に配置した包括的相談支援員と，全体調整をする地域共生社会推進課

が連携し，各支援機関の役割分担や支援の方向性の整理を行い，必要に応じて，多

機関協働事業につなぎます。 

 

・令和元年度から開設している「ほおっちょけん相談窓口」の設置を進め，住民が

身近な地域で困りごとを相談しやすい環境整備に努めます。また，高知市社会福祉

法人連絡協議会が社会福祉法人の責務である「地域における公益的な取組」として

取り組むほおっちょけん相談窓口の設置や出張相談会等の取組と連携します。 

 

・相談支援機関やほおっちょけん相談窓口の周知に努め，困りごとを抱えた人が相

談しやすい環境整備に努めます。 

 

 

 

 

関連施策：４－１相談支援機関の連携強化 
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〇相談支援機関 ※設置形態はすべて基本型（従来の機能をベースとしつつ，複合化・

複雑化した支援ニーズを抱えた者の相談

の受け止めや，他の支援関係機関へのつな

ぎなど地域住民の様々なニーズに対応） 

分野 名称 住所 運営 

高齢 高齢者支援課 高知市本町五丁目１番 45 号 直営 

基幹型地域包括支援センター 高知市塩田町 18番 10 号 

高知市保健福祉センター１階 

直営 

とさやま出張所 高知市土佐山桑尾 1842-2 直営 

南街・北街・江ノ口地域包括支援

センター 

高知市塩田町 18-10 

高知市保健福祉センター１階 

直営 

上街・高知街・小高坂地域包括支

援センター 

高知市大膳町１-25 委託 

下知・五台山・高須地域包括支援

センター 

高知市葛島一丁目 10-75 

ファミリープラザ３号 

委託 

三里地域包括支援センター 高知市仁井田 1618-18 委託 

布師田・一宮地域包括支援センタ

ー 

高知市一宮西町一丁目７-16 

山本ハイツ 101 号室 

委託 

秦地域包括支援センター 高知市愛宕山 114-２ 委託 

大津・介良地域包括支援センター 高知市大津乙 869-６ 委託 

朝倉地域包括支援センター 高知市若草南町 22-25 委託 

旭街地域包括支援センター 高知市塚ノ原 37-19 委託 

初月・鏡地域包括支援センター 高知市円行寺 52-10 委託 

高知市鏡今井 126 

鴨田地域包括支援センター 高知市鴨部二丁目１-１ 

フィレール２階 

委託 

潮江地域包括支援センター 高知市竹島町 13－１ 

うしおえメディカルビル・イーア

３階 

委託 

長浜・御畳瀬・浦戸地域包括支援

センター 

高知市長浜 6598-４ 委託 

高知市瀬戸東町二丁目９ 

春野地域包括支援センター 高知市春野町西分 2027-3 委託 

障がい 障がい福祉課 

基幹相談支援センター 

高知市本町五丁目１番 45 号 直営 

健康増進課 高知市丸ノ内一丁目７番 45 号 直営 

障害者相談センター東部 高知市葛島四丁目３-３ 

高知市東部健康福祉センター１階 

委託 

障害者相談センター西部 高知市旭町二丁目 21-６ 

高知市障害者福祉センター２階 

委託 

障害者相談センター南部 高知市百石町三丁目１-30 委託 



88 

 

高知市南部健康福祉センター１階 

障害者相談センター北部 高知市丸ノ内一丁目７番 45 号 

総合あんしんセンター３階 

委託 

子育て 保育幼稚園課 高知市本町五丁目１番 45 号 直営 

母子保健課 

子育て世代包括支援センター 

高知市本町五丁目１番 45 号 直営 

西部子育て世代包括支援センター 高知市鴨部 860-１  

高知市西部健康福祉センター１階 

直営 

東部子育て世代包括支援センター 高知市葛島四丁目３-３  

高知市東部健康福祉センター１階 

直営 

北部子育て世代包括支援センター 高知市塩田町 18-10 

高知市保健福祉センター1階南 

直営 

子ども育成課 

子ども発達支援センター 

高知市本町五丁目１番 45 号 直営 

子ども家庭支援センター 高知市本町五丁目１番 45 号 直営 

生活困窮 福祉管理課 高知市本町五丁目１番 45 号 直営 

生活支援相談センター 高知市丸ノ内一丁目７番 45 号  

総合あんしんセンター３階 

委託 

 

  

相談支援においては，福祉分野以外にも，日頃，市民の相談等に対応している情

報公開・市民相談センターや消費生活センター，市民会館（隣保館）などの相談窓

口との連携も図ります。また，市民に接する機会の多い，窓口部署の職員等に対し

ても「気づき」「つなぐ」意識醸成を行います。 

ひきこもり状態の人など狭間の課題を抱えた人や生きづらさを抱えた人に対し

て，関係機関が連携して，相談を受け止め適切な支援につなぎます。 
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【参考資料】 

 

 

 

 

（２）多機関協働による支援 

これまで本市では，多機関が協働しなければ解決できない課題に対しては，支援関

係機関が随時に連携することで解決を図ってきました。また，個別支援から見えてき

たニーズを地域の社会資源や住民活動につなぐ役割として，高知市社会福祉協議会に

地域福祉コーディネーターを配置し，ニーズと資源のマッチングを行っています。 

令和３年度からは，関係部署の包括的相談支援員と必要な取組について協議検討し，

令和４年には多機関協働のガイドラインを作成し，アセスメント視点の共有を行うと

ともに，相談支援に従事する職員向けに，重層的支援体制整備事業や複雑化・複合化

した課題を抱える世帯への支援について研修を実施してきました。 

本事業では，これまで培ってきた多機関の連携体制や，地域福祉コーディネーター

による地域の情報や住民活動支援のノウハウを活かし，引き続き，複雑化・複合化し

た課題や狭間の課題を抱える世帯への支援に多機関で協働して取り組みます。 
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〇取組内容等 

・地域共生社会推進課，基幹型地域包括支援センター，障がい福祉課，福祉管理課，

第一福祉課，第二福祉課，健康増進課，母子保健課，子ども育成課，子ども家庭支

援センター，教育研究所，高知市社会福祉協議会を「多機関協働事業者」とし，包

括的相談支援事業からつながれた事例への支援や，本市に必要な多機関協働の仕組

みや支援体制を検討，構築します。また，多機関協働事業者のチームとしての対応

力向上をめざします。 

 

・住民の支援ニーズは，今後もますます複合化・複雑化することが想定されますの

で，多機関協働事業者において，多機関協働のガイドラインや，アセスメント視点

の共有，見直しを行います。 

 

・複合的な課題を抱えている方への支援など，単独の部署では対応が困難な場合に，

重層的支援会議または支援会議を開催し，支援の目標や方向性，役割分担，支援プ

ラン等について協議します。これらの会議は，健康福祉部，こども未来部，高知市

社会福祉協議会を主な構成員とし，構成員が必要に応じて招集します。 

 

 

   ○重層的支援会議・・・多機関協働による支援が必要で，支援が必要な者から同

意があった場合に開催する。 

   ○支援会議・・・・・・支援が必要な者からの同意はないが，多機関協働による

支援が必要な場合に開催する。（社会福祉法第 106 条の６

に規定） 

 

 

（３）アウトリーチを通じた継続的支援 

本市では，高知市生活支援相談センターが，複合的な困りごとに対する包括的なワ

ンストップ相談窓口を担うとともに，それぞれの相談支援機関においても，支援につ

ながりにくい人への訪問支援によるアウトリーチや本人の状況に応じた伴走型の支

援など，必要な支援を実施しています。 

また，「どこに相談したらいいのか分からない」や「行政には相談しにくい」と，相

談を躊躇する人に対応するため，住民に身近な地域の相談窓口として「ほおっちょけ

ん相談窓口」の設置を進め，適切な支援（機関）につなぐ取組を令和元年度から始め

ました。 

本事業では，これまでの仕組みを活かしながら，支援関係機関等との連携や地域住

民とのつながりをさらに強化し，複合化・複雑化した課題を抱えながらも支援が届い

ていない人を把握するとともに，本人に対して時間をかけた丁寧な働きかけを行い，

関係性をつくることをめざします。 

関連施策：４－１相談支援機関の連携強化 
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〇取組内容等 

 

・ほおっちょけん相談窓口を設置し，相談窓口に寄せられた相談や，地域住民等に

よる課題解決に向けた話し合いの場などから，課題を抱えながらも支援が届いてい

ない人を把握します。 

 

・支援関係機関と地域住民や関係団体との連携を深め，地域生活課題の情報収集に

努めます。 

 

・相談支援機関及び地域福祉コーディネーターは，日頃から支援関係機関同士の連

携や地域住民とのつながりを構築し，支援が届いていない人の把握に努め，把握し

たときは，支援関係機関や地域住民からの情報収集や，自宅への訪問等を行い，本

人と関わるためのつながりづくりを行います。 

 

 

（４）参加支援 

 本市では，高知市生活支援相談センターにおいて，ひきこもり等の当事者への支援

として，就労準備支援プログラムに取り組み，企業や団体等，協力事業所の増加を図

るとともに，農作業をきっかけに社会参加へつなげる農福連携の取組などを進めてき

ました。また，地域包括支援センターや地域福祉コーディネーターなどが，支援が必

要な方に対して，社会資源や支援メニューとのコーディネート，マッチングを行うと

ともに，地域の社会資源への働きかけを行うなど，既存の社会資源の拡充を図り，支

援ニーズに合った支援メニューの創設のための活動もしています。 

 令和元年度には，高齢・障がい・子育てなど，各分野の社会資源情報を集約し，住

民や支援者が自ら検索できる「高知くらしつながるネット（愛称 Lico ネット）」での

情報発信を開始し，社会資源の情報を広く広報しています。  

 また，「高知県居住支援協議会」に参画し，住宅確保要配慮者の居住支援について

の情報共有や必要な施策の検討を進めてきました。 

 本事業では，地域福祉コーディネーターが支援関係機関との連携を図り，本人やそ

の世帯のニーズや抱える課題を把握し，既存の社会資源に働きかけたり，既存の社会

資源の拡充を図り，本人やその世帯と社会資源とのマッチングや，マッチング後にフ

ォローアップを行うなど，本人やその世帯と社会とのつながりづくりに向けた支援を

行います。つながりをつくることで，専門機関による支援終結後においても，本人と

社会のつながりが継続する仕組みの構築をめざします。 

 

 

関連施策：４－１相談支援機関の連携強化 

４－２地域における見守り・支え合いの充実       
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〇取組内容等 

 

・地域福祉コーディネーターが，日頃から地域の社会資源や企業・社会福祉法人，

住民等とつながりづくりに努め，支援が必要なときには，受入れ先となる社会資源

への働きかけや支援等，社会資源の創出，拡充を行うとともに，各分野の相談支援

機関等との連携により，適切なつなぎ先へのマッチングを行います。 

 

・重層的支援会議または支援会議の検討結果による役割分担に応じて，必要な支援

関係機関が，本人やその世帯に対し，社会参加に向けた支援を行います。 

 

・既存の社会資源を見える化し，資源の拡充や不足する資源を創出するため，高齢・

障がい・子育てなど各分野の社会資源情報を集約し，住民や支援者に「高知くらし

つながるネット（愛称 Lico ネット）」で情報提供を行います。情報の充実や認知度

の向上に取り組みます。 

 

・居住の確保については，高知市生活支援相談センターやその他本人の状態に応じ

た支援関係機関が，関係団体等と連携し，緊急一時的な住まいの確保の支援，また

安定的な住まいの確保の支援，定着の支援を行います。 

 

・住宅政策課と福祉管理課等が連携し，本市における居住支援体制の検討・構築を

行います。また，「高知県居住支援協議会」や関係団体と連携し，居住支援の推進に

取り組みます。 

 

 

（５）地域づくりに向けた支援 

平成 14 年に本市が開発した「いきいき百歳体操」は，住民主体の運営により全市

に広がり，現在市内 300 か所以上で行われています。体操会場では，体操だけでなく，

お茶会やサロン活動など，様々な活動が行われており，地域の高齢者の集いの場とな

っています。 

また，地域活動支援センターでは，障がいのある人の創作的活動，生産活動，社会

との交流の促進等の活動が行われ，地域住民と連携した活動も展開されています。 

地域子育て支援センターでは，乳幼児とその保護者を対象に，交流の場の提供とそ

の促進や育児相談，情報提供など，センターごとに特色のある取組が行われています。 

地域包括支援センターには生活支援コーディネーターを配置し，高齢者の生活支

援・介護予防サービスの提供体制の構築や，地域の多様な主体間の情報共有や連携・

協働を進めるネットワークづくりが行われています。 

地域福祉コーディネーターは，生活支援コーディネーターや関係団体と連携し，多

関連施策：３－１多世代・多分野の交流の場づくり 

     ３－２だれもが活躍・参加できるための支援 

     ５－１暮らしやすい生活環境の整備 
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様な主体が参加する，地域主体の課題解決等に向けた話し合いの仕組みづくりを進め

ています。 

本事業では，拠点となっている場所について，制度的には，多世代・多属性の利用

が可能となりますが，これらの場所は地域住民や民間事業者主体で，関係者の「思い」

により発展してきました。地域の拠点として，さらに継続・発展するためには，利用

者や運営主体，地域の支援ニーズが大切です。これまでも運営主体への研修等を通じ

て事業の周知啓発を行ってきましたが，今後も継続し，地域福祉コーディネーターや

生活支援コーディネーターが支援を行いながらそれぞれに合った取組を個別に検討，

推進します。 

 

 

〇取組内容等 

 

 

・「地域づくりに向けた支援の拠点」（次ページ参照）では，それぞれの利用者や運

営主体，地域のニーズに応じて支援を行います。 

 

・地域住民，企業・社会福祉法人，行政，専門職等が地域の情報や課題を共有し，

地域内の状況をアセスメントし，課題解決に向けて話し合う場づくりを進めます。

その際には，既存の会議体の活用や，個別の課題解決のためではなく興味・関心や

地域活性化等を目的に行われているまちづくり活動との協働など，それぞれの地域

ごとに効率的・効果的な形を検討します。また，このような場を通じて，地域住民

等の意識の熟成を図るとともに，必要に応じて相談支援機関につなぐことにより，

適切なアウトリーチにつなげます。 

 

・話し合いを通じて住民等が主体で行う，見守り活動や新たな地域活動の創出など

を支援します。 

 

・地域力の強化を図るため，住民誰もが地域福祉に関する情報を知ることができる

よう情報の受け手の視点に立ち，多様な広報活動の充実を図り，広く住民に地域福

祉に関心を持つ機会を作ります。 

 

・地域づくりを効果的・効率的に行うため，地域コミュニティ推進課，地域防災推

進課，市社協，地域包括支援センター，学校教育課，消防局等地域に携わる関係機

関の職員間で，それぞれが把握している地域の情報（課題や社会資源等）の共有及

び地域アセスメントを実施します。 

 

関連施策：１－１多様な主体の意識醸成 
１－２多様な主体の活動支援 
２－１多様な主体がつながり課題解決に向けて話し合う場づくり 

２－２課題解決に向けた住民主体の地域活動の支援 
３－１多世代・多分野の交流の場づくり 

     ５－１暮らしやすい生活環境の整備 
５－３地域共生社会の実現のための基盤強化 
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・地域づくりのコーディネート役として地域福祉コーディネーターや生活支援コ

ーディネーターの活動を推進します。 

 

〇地域づくりに向けた支援の拠点（地域づくりに向けた活動の場）      

令和６年８月時点 

種別 主な対象分野 箇所数 実施形態 実施内容 

いきいき百歳体操会

場 

高齢 349 住民主体 いきいき百歳体

操 

地域活動支援センタ

ー 

障がい ６ 補助 創作的活動や生

産活動の機会の

提供 

地域子育て支援セン

ター 

子育て ２ 直営 遊び場の提供・子

育て親子同士の

交流とその促進・

子育て相談等 

４ 委託 

10 補助 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【イメージ】 

地域づくりに向けた支援においては，これまで行ってきた地域コミュニティの再

構築や地域活性化の取組などとの連携・協働を図ります。 

また，地域は，人々の生活や社会・経済活動の基盤でもあります。市長をトップ

とする高知市地域共生社会推進本部を活用し，福祉分野だけでなく，産業，農林，

環境，住宅，交通，防災，まちづくり，地方創生，教育など，地域共生社会の実現

をめざした取組を全庁挙げて進めます。 
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４ 推進体制 

（１）関係機関間の連携体制 

 地域共生社会の実現に向けては，全ての部局で理念を共有し，課題の共有，施策への

反映・推進に取り組む必要があることから，令和３年度に市長をトップとし，副市長・

部局長等で構成する「高知市地域共生社会推進本部」を設置しています。 

 庁内横断的な対応を要する課題の情報共有，施策の方針については，本部とその下部

組織であり副部長級で構成する幹事会で協議しています。幹事会の下部には，テーマに

応じて関係課長等で構成する部会を設置し，協議・検討を行っており，重層的支援体制

整備事業については，包括的支援体制推進部会を中心に取組を推進しています。 

 

（２）災害対応や感染症対策 

重層的支援体制整備事業を通じて構築する包括的な支援体制は，災害や感染症等の影

響によって発生する様々な支援ニーズに対しても有効です。こうした緊急事態にも，分

野横断的な支援関係機関間のネットワークが機能するよう，平時から，重層的支援体制

整備事業を通じた連携体制の構築・強化，職員の育成を図ります。 
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（３）事業の評価・検証 

重層的支援体制整備事業の評価については，相談件数やプラン件数などで定量的に評

価するのではなく，支援を必要とする人や支援者，地域住民等の意識や行動にどれほど

の変化を与えたか，連携が進んだか，地域福祉の推進に寄与したかということが重要で

す。包括的な支援体制の構築を進め，地域共生社会の実現に至るのは大変長い道のりで

す。 

本市では，重層的支援体制整備事業に固有の評価指標を設定するのではなく，重層的

支援体制整備事業を通じて地域福祉がいかに進んだかを，高知市地域福祉活動推進計画

に定める指標の達成状況をもって検証していきます。特に，重層的支援体制整備事業に

関連の深い指標としては，以下の指標があります。 

 

高知市地域福祉活動推進計画 

指標 

第２期実績 

（令和５年） 

第３期目標 

（令和 12 年） 

地域での助け合いがあるかどうかについて「大変そう

思う」「そう思う」市民の割合 

41.1％ 

(令和６年) 
50％ 

孤独を常に感じる市民の割合 7.3％ ５％ 

困りごとがあるとき誰に相談するかについて「相談相

手がいない」市民の割合 
4.6％ ２％ 

 

 

 重層的支援体制整備事業を通じて，複合的な課題や狭間の課題を抱える人への支援が

どのように進んだか，地域住民等の意識醸成や課題解決に向けた取組がどのくらい進ん

だか等については，高知市地域福祉計画推進協議会に報告し，ご意見を頂きながら，必

要に応じて，見直しを行います。 
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第５章 再犯防止推進計画 
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１ 再犯防止の推進について 
 

地域共生社会の実現のためには，犯罪や非行のない地域社会を築いていくことが不可

欠ですが，我が国の刑法犯の認知件数の減少傾向に反し，検挙人員に占める再犯者の割

合は上昇し続け，約半数に達しています。 

犯罪をした人の中には，高齢者や障がい者などの福祉的な支援が必要な人，住居や就

労先がなく生活が不安定な人などがいます。その中には，適切にこれらの支援が受けら

れずに，社会に円滑に復帰することができず，再び犯罪に手を染めてしまう人がいるこ

とから，犯罪をした人の立ち直りを支え，社会に受け入れることが課題となっており，

地域社会全体で，これらの人の更生に理解を深め，こうした人たちが再び社会参加する

ことを支援していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

２ これまでの経過 

 

平成 28 年 12 月に「再犯の防止等の推進に関する法律（以下「再犯防止推進法」とい

う。）」が施行され，国は，平成 29 年 12 月に再犯の防止等に関する政府の施策等を定め

た初めての計画である「第一次再犯防止推進計画（平成 30 年度～令和４年度）」を閣議

決定し，その後，令和５年３月には「第二次再犯防止推進計画（令和５年度～令和９年

度）」を閣議決定し，再犯防止を推進しています。 

地方公共団体においては，再犯防止推進法第４条に「再犯の防止等に関し，国との適

切な役割分担を踏まえて，その地域の状況に応じた施策を策定・実施する責務」がある

とされており，高知県は，国の計画を勘案し，平成 31 年３月に「高知県再犯防止推進

計画」を策定し，令和６年３月には「第２期高知県再犯防止推進計画」を策定するなど，

国同様再犯防止を推進しています。 

本市では，これまで，国・県との連携に努め，情報共有を図るとともに，再犯防止に

ついての理解を深め，令和４年３月の「高知市地域福祉活動推進計画」の中間見直しに

おいて，再犯防止推進法第８条第１項の規定に基づき，同計画に内包する形で「高知市

再犯防止計画」を策定し，国・県と連携して再犯防止の取り組みを進めています。 
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【 策定経過 】 

時期 取組 主な内容 

令和６年 

５月 29 日 
庁内意見交換会 

計画改定にむけた庁内関連部署との意見

交換 

５月 30 日 
第１回 高知市地域福祉

計画推進協議会 

第３期高知市地域福祉活動推進計画策定

（再犯防止推進計画を包含すること）に

ついて報告 

６月 25 日 
庁外関係機関との意見交

換会 
矯正施設等出所時の連携協議 

７月９日 
庁外関係機関との意見交

換会 

計画改定にむけた庁外関係機関との意見

交換 

８月６日 
第２回 高知市地域福祉

計画推進協議会 

再犯防止に関する取組報告 

第３期 計画概要（案）の審議 

９月 30 日 
第３回 高知市地域福祉

計画推進協議会 

第３期 計画素案の審議 

※ 第２期高知市再犯防止推進計画素案

含む 

11 月 27 日 
第４回 高知市地域福祉

計画推進協議会 
第３期 計画原案の審議 

令和６年 

12 月 18 日～

令和７年 

1 月 16 日 

パブリック・コメント  

令和７年 

２月 10 日 

第５回 高知市地域福祉

計画推進協議会 
第３期 計画原案の承認 
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３ 再犯防止推進の取組 
 

本市における再犯防止推進施策は，地域福祉活動推進計画の理念で掲げた「だれもが

安心して，いきいきと自分らしく暮らせる支え合いのあるまち」の実現に向けた取組を

推進し，犯罪が起きにくい地域づくりをいっそう進め，地域で課題を抱えている人を孤

立させず，公的サービスとともに，身近な地域住民が主体となって助け合いながら，適

切な支援につなぐためのネットワークが張り巡らされた「高知市型共生社会」の実現を

めざすこととし，以下の取組を進めていきます。 

 

（１）更生保護に携わる団体の支援と関係機関の連携強化 

更生保護に携わる保護司会，更生保護女性会などの活動を支援するとともに，次世

代に活動がつながるよう，人材の発掘，支援を行います。 

また，必要な人が必要な福祉支援を受けられるように，刑事・司法関係機関（高知地

方検察庁，高知保護観察所，高知刑務所，法務少年支援センターこうち（高知少年鑑別

所），コレワーク四国等）と医療・福祉関係機関等が緊密に連携します。  

  

〇 具体的な取組内容等 

 矯正施設，更生保護施設との連携強化 

 保護司の担い手確保のため，市職員退職者説明会での広報 

 保護司や保護司会が地域で更生保護活動を行う拠点である「更生保護サポート

センター」の設置場所確保の支援 

 保護司の面接場所確保のため，市有施設の利用に関する情報提供 

 保護司が面接場所として市有施設を使用する場合の使用料を減免 

（ふれあいセンターや健康福祉センター等） 

 保護司会，更生保護女性会の活動費に対して補助金を交付 

 矯正施設所在自治体連絡会議への参加 

 更生保護ボランティアについて，積極的に市長表彰の対象とするなど，社会的認

知度の向上に努める。 

 

（２）社会を明るくする運動への支援 

犯罪や非行を防止し，安心・安全なまちづくりをめざすとともに，罪を犯した人の立ち

直りについての理解を深めるために，保護司会が地域や関係機関と協働して展開してい

る「社会を明るくする運動」を支援します。 

 

〇 具体的な取組内容等 

 市民啓発の活動支援 



101 

 

（３）再犯防止に関する広報・啓発活動の推進 

本市ホームページや広報紙等において，保護司会，更生保護女性会等の更生保護ボラン

ティアの活動について周知し，市民の理解の促進に努めます。 

犯罪や非行の防止と立ち直りを支える取組である「再犯防止啓発月間（７月）」等を通じ，

再犯防止に関する地域での理解を促進します。 

 

〇 具体的な取組内容等 

 関係機関と連携した再犯防止の市民啓発 

 

 

（４）重層的支援体制整備事業の実施 

犯罪をしてしまった人が，更生し，円滑に社会復帰するためには，本人の心の変化がな

により大切ですが，生活や環境に関する課題，心身の健康や障がいに関することなどにつ

いて，しっかりと聞き，受け止め，適切な支援へのつなぎや，地域の社会資源への参加を促

すとともに，課題を抱え，地域に馴染めない人に対しては，アウトリーチを含む継続的な伴

走型の支援を行う必要があります。 

これらの支援は，まさに「重層的支援体制整備事業」で行う，「①包括的相談支援，②多

機関協働，③アウトリーチを通じた継続的支援，④参加支援，⑤地域づくりに向けた支援」

の５つの支援であり，この事業の効果的・効率的な運営を通じて，再犯の防止に取り組み

ます。 

 

〇 具体的な取組内容等 

 「第４章 重層的支援体制整備事業実施計画」のうち「３ 具体的な取組」のとおり，

各事業を活用した支援活動の実施 
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資料編 

  

 



  



「ひとりの 100 歩」より「100 人の 1 歩」を！ 

 

 

 

 

 

 

 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

  

  

  

  

  

※この計画書には概要版があります。概要版については，上記にお問い合わせ下さい。 

＜編集・発行・問い合わせ先＞ 

〒780-8571 高知市本町5丁目1番45号   〒780-0850 高知市丸ノ内１丁目７番45号 

高知市健康福祉部 地域共生社会推進課             総合あんしんセンター３階 

 TEL 088-821-6513              社会福祉法人 高知市社会福祉協議会 

FAX 088-821-7230                        TEL 088-823-9515 

メールアドレス kc-111200@city.kochi.lg.jp   FAX 088-823-8059 

                                             メールアドレス shakyo@kochi-csw.or.jp 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 

「ほおっちょけん」の紹介 

 

手 

ほおっちょけん 

ハナ 

アンテナ 

小さな困りごとでも発見できる

「とってもよく利くハナ」 

一人ひとりがアンテナ役となって 

「困っている人を一人ぼっちにしない」 

 

お手伝いができる「まかせ手」 

手伝ってと言える「たすけ手」 

誰かひとりにしんどいことを 

「まかせっきりにしない」 

 

 

 

ワン 

あいさつは助け合いのはじまり 

「気持ちを声に出してみよう」 


